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熊本県議会 環境対策特別委員会会議記録第 12 回

平成21年6月24日（水曜日）

午前10時 3分開議

午後 0時26分休憩

午後 0時32分開議

午後 0時49分閉会

本日の会議に付した事件

(1)産業廃棄物処理施設の公共関与推進に関

する件について

(2)有明海・八代海の環境の保全、改善及び

水産資源の回復等による漁業の振興に関

する件について

(3)地球温暖化対策に関する件について

(4)付託調査事件の閉会中の継続審査につい

て

出席委員（16人）

委 員 長 平 野 みどり

副委員長 守 田 憲 史

委 員 西 岡 勝 成

委 員 鬼 海 洋 一

委 員 堤 泰 宏

委 員 藤 川 隆 夫

委 員 城 下 広 作

委 員 吉 永 和 世

委 員 池 田 和 貴

委 員 森 浩 二

委 員 田 代 国 広

委 員 船 田 公 子

委 員 渕 上 陽 一

委 員 早 田 順 一

委 員 山 口 ゆたか

委 員 浦 田 祐三子

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境生活部

部 長 駒 崎 照 雄

次 長 横 田 堅

次 長 益 田 和 弘

首席環境生活審議員兼

環境政策課長 園 田 素 士

環境政策監兼環境政策課

環境立県推進室長 森 永 政 英

環境保全課長 宮 下 勇 一

水環境課長 小 嶋 一 誠

自然保護課長 岡 部 清 志

廃棄物対策課長 山 本 理

廃棄物公共関与政策監兼

廃棄物対策課

公共関与推進室長 中 島 克 彦

地域振興部

交通対策総室副総室長 田 代 裕 信

商工観光労働部

次長 竹 上 嗣 郎

政策調整審議員兼

商工政策課課長補佐 渡 辺 克 淑

産業支援課長 高 口 義 幸

農林水産部

次 長 藤 井 正 範

次 長 堤 泰 博

政策調整審議員兼

農林水産政策課課長補佐 福 島 誠 治

農業技術課長 渡 辺 弘 道

園芸生産・流通課長 城 啓 人

畜産課長 高 野 敏 則

農村整備課長 大 薄 孝 一

首席農林水産審議員兼

森林整備課長 織 田 央

林業振興課長 藤 崎 岩 男

森林保全課長 久 保 尋 歳

水産振興課長 神 戸 和 生

漁港漁場整備課長 尾 山 佳 人
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水産研究センター所長 岩 下 徹

土木部

次 長 天 野 雄 介

土木技術管理室長 戸 塚 誠 司

土木審議員兼

道路整備課課長補佐 手 島 健 司

河川課長 野 田 善 治

港湾課長 潟 山 修 市

土木審議員兼

都市計画課課長補佐 宮 部 静 夫

土木審議員兼

都市計画課景観公園室長 亀 田 俊 二

下水環境課長 西 田 浩

建築課長 生 田 博 隆

建築審議員兼

建築課建築物安全推進室長 坂 口 秀 二

教育委員会事務局

首席教育審議員兼

義務教育課長 木 村 勝 美

企業局

次 長 梅 本 茂

企業審議員兼

荒瀬ダム対策室長 下 村 弘 之

工務課長 福 原 俊 明

警察本部

交通部参事官 緒 方 博 文

事務局職員出席者

政務調査課長 船 越 宏 樹

政務調査課課長補佐 川 上 智 彦

議事課課長補佐 中 村 時 英

午前10時３分開議

○平野みどり委員長 皆さんおはようござい

ます。これより環境対策特別委員会を開きた

いと思います。

今年度委員長を仰せつかりました平野でご

ざいます。一言ごあいさつをさせていただき

ます。その前に、今回欠席はゼロということ、

それから本委員会に傍聴の申し込みが２名あ

っておりますので、これを認めることといた

します。よろしいでしょうか。

（ はい」と呼ぶ者あり）「

○平野みどり委員長 それでは、ごあいさつ

させていただきます。

本日は、執行部を交えました本年度最初の

委員会でありますので、ごあいさつ申し上げ

ますが、皆様には御存じのとおり、本委員会

に託されました産業廃棄物処理施設の公共関

与推進に関する問題、さらには有明海、八代

海の環境の保全、改善及び水産資源の回復等

による漁業の振興に関する件、さらに、地球

温暖化対策に関する件の３件が調査事件とし

て付託されております。どの件も重要な課題

であり、いろいろと御苦労もあるかと存じま

すが、引き続き取り組んでいかなければなら

ない重要な課題でございますので、よろしく

お願い申し上げます。

いずれにしましても、今年度１年間、委員

の先生方を初め、執行部の皆さんの御協力を

いただき、守田副委員長とともに本委員会の

円滑な運営に努め、付託調査事件に取り組ん

でまいりますので、どうぞよろしくお願い申

し上げます。簡単ではございますが、ごあい

さつとさせていただきます。

それでは、副委員長からも一言ごあいさつ

をお願いしたいと思います。

○守田憲史副委員長 副委員長の守田でござ

います。今後１年間、平野みどり委員長を補

佐し、円滑な委員会運営が行われますよう精

いっぱい努めてまいりたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いいたします。

○平野みどり委員長 それでは、早速ですが、

執行部関係部課職員の自己紹介を受けたいと

思います。自席からの自己紹介をお願いいた

します。

(駒崎環境生活部長、横田環境生活部次
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長～中島公共関与推進室長の順に自己紹介)

(田代交通対策総室副総室長の自己紹介)

(竹上商工観光労働部次長～高口産業支

援課長の順に自己紹介)

(藤井農林水産部次長～岩下水産研究セ

ンター所長の順に自己紹介)

(天野土木部次長～坂口建築物安全推進

室長の順に自己紹介)

(木村教育庁義務教育課長の自己紹介)

(梅本企業局次長～福原工務課長の自己

紹介)

(緒方警察本部交通部参事官の自己紹介)

○平野みどり委員長 ありがとうございまし

た。なお、自己紹介以外の職員の方々につい

ては、お手元に配付しております委員会資料

の関係部課幹部職員名簿のとおりでございま

すので、よろしくお願いいたします。

次に、執行部を代表して、駒崎環境生活部

長からごあいさつをお願いいたします。

○駒崎環境生活部長 それでは、委員会の開

会に当たりまして、執行部を代表して、一言

ごあいさつを申し上げます。

委員会の皆様方におかれましては、かねて

から、産業廃棄物処理施設の公共関与の推進

及び有明海、八代海の再生、さらには、昨年

度から付託調査事件となりました地球温暖化

対策につきまして格別の御配慮をいただき深

く感謝申し上げます。

まず、産業廃棄物処理施設の公共関与の推

進につきましては、昨年度、施設の基本設計

を策定するとともに、環境アセスメントの方

法書手続を実施しております。今年度は、住

民の御不安にきちんとお答えするために、こ

うした手続に基づき現地調査に着手する考え

であります。

施設整備に当たっては、地元の御理解が第

一であり、引き続き住民の皆様方などに対し

説明を重ね、地元を初め関係者の理解と協力

を得ながら、最終処分場の整備に向けてしっ

かりと取り組んでまいります。

また、有明海、八代海の再生につきまして

は、再生に関する県計画及び平成16年に行わ

れました県議会からの提言に沿って、生活排

水対策、漁場環境の改善や種苗放流等による

水産資源の回復などに着実に取り組み、汚水

処理人口普及率の上昇やアサリ資源の回復傾

向などの一定の成果は得られております。

しかしながら、その一方で、干潟の泥質化

や漁獲量の低迷など、中長期的な課題も残っ

ておりまして、引き続き計画的に取り組んで

まいります。

さらに、地球温暖化対策につきましては、

待ったなしの対応が求められております緊急

かつ重要な課題であります。本県の平成18年

度のデータでは、基準年である平成２年と比

べまして10.2％増加している厳しい状況にあ

ります。

県としては、温室効果ガスの排出削減に向

けまして、昨年８月から、県民の方々がそれ

ぞれの立場で取り組む運動、県民総ぐるみに

よる運動の立ち上げを初め、普及啓発に取り

組んでおりますが、排出削減の実効性をより

一層上げるため、現在、地球温暖化対策の推

進に係る条例の制定について検討を進めてい

るところです。

今後とも、本年３月に出されました県議会

からの提言に沿って、経済危機対策の予算な

どを含め、各種対策に総合的に取り組んでま

いります。

本日は、当委員会における今年度初めての

実質的な審議ということで、これまでの経過

や主な事業の概要とあわせまして、本年度に

おける取り組み及び今後の予定などにつきま

して関係課長から御説明いたします。たくさ

んの内容ではありますが、よろしく御審議く

ださいますようお願いいたします。

以上でごあいさつとさせていただきます。

○平野みどり委員長 ありがとうございます。
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では、お手元に配付の委員会次第に従い、

付託調査事件を審議させていただきますので、

よろしくお願いいたします。

議題１、産業廃棄物処理施設の公共関与推

進に関する件、２、有明海、八代海の環境の

保全、改善及び水産資源の回復等による漁業

の振興に関する件及び３、地球温暖化対策に

関する件について、一括して執行部から説明

を受け、その後質疑は議題ごとに行いたいと

思います。

なお、委員会の運営を効率的に行いたいと

考えておりますので、説明につきましては簡

潔にお願いいたします。

では、執行部から説明をお願いいたします。

１、産業廃棄物処理施設の公共関与推進に

関する件について、公共関与による管理型最

終処分場の整備について説明をお願いいたし

ます。

山本廃棄物対策課長、お願いいたします。

○山本廃棄物対策課長 廃棄物対策課でござ

います。よろしくお願いいたします。

公共関与による管理型最終処分場の整備に

ついて御説明を申し上げます。

資料の８ページをお願いいたします。

まず、１の目的でございますが、本県では、

平成15年３月策定の公共関与基本計画に基づ

き、県民の生活環境の保全や経済活動の維持、

促進を図るためのインフラとして、公共関与

による産業廃棄物管理型最終処分場の整備に

向けて取り組んでおります。

２のこれまでの取り組み状況でございます

が、年表に記載しておりますとおりでござい

ますが、特に、平成17年度に南関町の候補地

を第１番目に建設に取り組む箇所として決定

した以降、さまざまな取り組みを行ってまい

りました。

昨年度、平成20年度でございますが、処分

場建設に係る基本設計を策定いたしますとと

もに、環境影響評価の一連の手続の第１段と

なる方法書の手続まで終了しております。

下段には、計画概要を記載しております。

基本設計では、現地の測量結果や最近の廃棄

物処理動向などを踏まえ、埋立容量は約45万

立米としておるところでございます。

９ページをお願いいたします。

３の候補地選定の経緯でございます。

県民や専門家の幅広い意見を得て、客観的

に建設候補地の選定を行うため、学識経験者、

産業界の代表など15名で構成いたします熊本

県産業廃棄物処理施設建設候補地検討会を設

置いたしまして、県内全域から134カ所の候

補地を抽出した上、最終的にそこに記載して

おりますとおり８カ所の建設候補地を選定し

ていただきました。

この検討会の御意見を踏まえまして、平成

16年３月に、県といたしましても、この８カ

所を建設候補地として決定をいたしました。

その後、さらに検討を行いました結果、平成

18年３月に、南関町の候補地は総合的に適地

と判断をして、第１番目の建設候補地として

決定をいたしました。

10ページをお願いいたします。

上段最初のポツでございますが、環境アセ

スメント手続に先立ちまして、安全面で特に

重要な地質・地下水の状況を調査いたしまし

た結果、透水性、耐久性の両面で候補地に選

定した安全性の根拠が裏づけられております。

次に、４の地元の動向等でございますが、

(1)地元の要望等に対する県の対応に記載し

ておりますとおり、南関町に決定後、県に対

して、南関町及び和水町の執行部、議会等か

ら要望書等が提出されております。

県といたしましては、(2)の説明会等の開

催状況等にありますように、住民説明会や先

進地視察など機会をとらえて説明を行ってき

ております。

しかし、環境アセスメント方法書に対する

住民等意見では、建設反対など厳しい御意見

を多数ちょうだいするなど、現時点での地元
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の建設合意を得るには至ってない状況でござ

います。

11ページをお願いいたします。

５の県内の管理型処分場の状況でございま

すが、公共関与に取り組んでいくに当たって

は、稼働中の民間処分場の残余容量及び建設

計画をしっかり注視しながら事業を進めてま

いるつもりでございます。

次の６の今後の取り組みでございます。

(1)の地元の理解促進に向けた取り組みと

いたしまして、これまでに実施してまいりま

した測量や地質・地下水調査等の結果を踏ま

えまして、具体的な施設整備計画や安全対策

について地元に対して丁寧に説明してまいり

たいと考えております。

また、環境アセスメント方法書の住民等意

見を通じ、多くの御不安の声をちょうだいし

ており、今後は、これに一つ一つ丁寧にお答

えしながら、地元の理解をいただき、環境ア

セスメントの現地調査に入る予定でございま

す。

さらに、調査結果を踏まえながら、万全な

安全対策を検討するとともに、最新技術も視

野に入れ、安全、安心な施設整備ができるよ

う技術検討を重ねるとともに、産業廃棄物の

処理動向を見きわめながら、平成22年度に予

定しております実施設計の中で、最終的な施

設規模や収支計画等を策定することとしてお

ります。今後とも全力で取り組んでまいる所

存でございます。

(2)地域振興策でございますが、公共関与

基本計画におきまして、地域振興に努めると

明記しておりますし、昨年度までの特別委員

会で御審議いただきました際にも、環境対策

を含めた地域振興策をしっかり取り組むよう

にとの御要望もいただいております。今後、

地元町や住民の御意見を踏まえまして、地域

の振興など検討してまいりたいと考えておる

ところでございます。

12ページをお願いいたします。

(3)の計画事業工程を記載しております。

この事業工程は、最短のスケジュールで事

業を行った場合に、平成25年度中には供用開

始できるのではないかと見込んでいるもので

ございます。

なお、参考資料といたしまして、次の13ペ

ージには建設予定地周辺の空中写真、その次

の14ページには、事業主体として設立いたし

ました財団法人の概要を記載しているところ

でございます。

御説明は以上でございます。よろしくお願

いいたします。

○平野みどり委員長 それでは、２番目の有

明海・八代海の環境の保全、改善及び水産資

源の回復等による漁業の振興に関する件につ

いて説明をお願いいたします

では、園田環境政策課長。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。座ったまま説明させていただきます。

それでは、16ページをお願いいたします。

まず、有明海、八代海の再生につきまして

の総論ということで、これまでの経緯、国等

の取り組み、有明海及び八代海の現状等につ

きまして御説明申し上げます。

まず、１のこれまでの経緯等の(1)背景で

ございますが、有明海、八代海は、閉鎖性が

高い海域で、陸域からの影響を受けやすく、

漁場環境の悪化が強く懸念をされております。

有明海におきましては、平成12年冬のノリ

養殖が、赤潮の異常発生による色落ち被害に

よりまして、かつてない不作となりました。

また、近年も漁業生産の低迷が続いていると

いう状況でございます。

また、八代海におきましても、平成12年７

月に発生しました赤潮によりまして魚類養殖

に甚大な被害が生じるなど、依然として海域

環境の悪化が危惧されているところでござい

ます。
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このような状況を踏まえました(2)の再生

への取り組みでございますが、まず①として、

平成13年にノリ被害等に対する緊急対策を実

施しております。

また、②の全庁的な取り組みとしまして、

関係課から成る政策調整会議を設置し、平成

13年12月に両海域の再生に向けた総合計画を

策定したところでございます。

また、③でございますが、県議会の御支援

をいただきながら、関係５県と連携して、国

に対し要望を行い、平成14年11月に議員立法

により特別措置法が成立したところでござい

ます。

特別措置法につきましては、24ページの別

紙１に概要をまとめておりますので、後ほど

ごらんいただきたいと思います。

次に、17ページをお願いいたします。

④でございますが、県では、特別措置法の

成立を受けまして、平成15年３月に、有明海、

八代海再生に向けました熊本県計画を策定し、

以降毎年一部変更を加えながら改定しており

ます。

なお、本年５月に一部改正しました平成21

年度の県計画の青色の冊子をお手元にお配り

しておりますので、後ほどごらんいただきた

いと思います。

次に、⑤でございますが、県議会におかれ

ましては、平成15年６月定例県議会におきま

して、有明海・八代海再生特別委員会を設置

され、平成16年２月の定例県議会におきまし

て、生活排水対策の推進など６つの重点項目、

さらに、短中長期の時間軸を入れて取り組む

べき施策につきまして県に対する提言がなさ

れたところでございます。

次の⑥でございますが、この提言で示され

た方向性に沿って、生活排水処理施設の整備

や作澪、覆砂等による漁場整備、資源管理の

強化など短期的な施策を中心に取り組み、一

定の成果があらわれてきております。

しかしながら、泥質化した干潟の再生策の

検討、実施など中長期的な施策を中心に、よ

り一層推進していく必要があり、また、赤潮

の発生、漁獲量の低迷など根本的な課題も残

っており、両海域の再生に向け、引き続き総

合的かつ計画的に取り組む必要があります。

続きまして、18ページをお願いいたします。

２の国等の取り組みでございますが、①に

つきましては、国では、平成15年３月に、法

に基づき促進協議会が組織され、毎年、関係

６省庁と関係６県において、計画の調和、促

進のための協議が行われているところでござ

います。

また、②でございますが、特別措置法の施

行から５年以内の見直しに関して、国や関係

県が行う総合的な調査の評価を行うための有

明海・八代海総合調査評価委員会が設置され、

平成18年12月に、再生方策で解明すべき課題

等を取りまとめた委員会報告が作成、提出さ

れております。

③は、その特別措置法の見直しについてで

ございますが、先ほど触れました有明海・八

代海総合調査評価委員会が附則第３項に定め

る５年の見直し期限後も、引き続き、有明海、

八代海再生に係る評価をできるようにするた

めの法改正でございます。現在会期中の第17

1回国会に議員提案されておりますが、まだ

成立しておりません。

なお、特別措置法の見直しにつきましては、

これまで関係６県が連名で国に働きかけを行

っており、７月予定の政府提案活動も含めて、

引き続き早急な法改正の実現を求めていきた

いと考えております。

最後に(2)の関係６県連携の取り組みでご

ざいますが、関係６県では、連絡協議会を平

成16年８月に設置しておりまして、普及啓発

活動や漁場環境調査など、両海域の再生に向

けて連携して取り組んでいるところでござい

ます。

これまでの経緯等につきましての説明は以

上でございます。
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○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

着座のまま御説明させていただきます。

３の有明海及び八代海の現状について御説

明申し上げます。

公共用水域にかかります水質監視につきま

しては、水質汚濁防止法第16条の規定に基づ

きまして、常時監視を行う仕組みとなってお

ります。有明海、八代海につきましても、水

域に設定されました環境基準点におきまして、

年間を通じて水質汚濁の状況を把握するため

の測定を行っているところでございます。測

定結果につきましては、翌年度前半までに解

析をしまして、環境基準の適合状況等につき

まして公表しております。

(1)以下で御説明を申し上げますのは、19

年度結果でございまして、昨年９月の厚生常

任委員会で報告をしたものでございます。20

年度の結果につきましては、９月議会で報告

をする予定としております。

(1)有明海・八代海の水質状況、①19年度

の調査結果等でございますが、有明海、八代

海には、水域――有機物質による汚濁指標で

ございますＣＯＤなどにつきましては、有明

海に７、八代海に11水域設けてございます。

また、富栄養化の指標でございます全窒素、

全燐につきましては、有明海に３水域、八代

海に３水域が設けられておりまして、それぞ

れの水域に環境基準点が合計で53地点設けて

ございます。年間４回から12回測定を実施し

ているところでございます。

水質測定につきましては、人の健康の保護

に関する項目、生活環境の保全に関する項目、

その他の項目ということで、34項目につきま

して調査をしておりまして、人の健康の保護

に関する項目に係る基準超過地点はございま

せん。ＣＯＤ並びに全窒素、全燐につきまし

ては、②以下でございます。

②の測定結果のⅠ、ＣＯＤ値でございます。

有明海につきましては、７水域11地点にお

きますＣＯＤの年間平均値で見ますと、次の

ページの表１というのがあるかと思いますが、

2.4ミリグラム・パー・リットルとなってお

りまして、平成14年度以降2.1ミリグラム・

パー・リットルから2.4ミリグラム・パー・

リットルの間にございます。そういった意味

では、水質はおおむね横ばいで推移している

ところでございます。

ＣＯＤ値に係る環境基準の適合状況につき

ましては、前のページでございますが、７水

域ごとに利用目的に応じて設定されました類

型というのがございます。ＣＯＤであります

と、例えばＡからＣまでという形になってお

ります。

それぞれごとに設定されました環境基準値

の達成率ということになりますが、次のペー

ジの表２に記載しておりますように、３水域

で基準を超過してございますので、57.1％と

なっているところでございます。

八代海につきましては、平成19年度の調査

では、11水域22地点における年間平均値は、

先ほどの表１のとおり２ミリグラム・パー・

リットルとなっておりまして、平成14年度以

降1.5から2.2ミリグラム・パー・リットルの

間にございまして、こちらも水質的にはおお

むね横ばいで推移しているところでございま

す。

ＣＯＤ値に係る環境基準の適合状況につき

ましては、これも表２に記載してございます

けれども、２水域で基準を超過してございま

すので、81.8％となっているところでござい

ます。

次に、20ページをお願いします。

Ⅱの全窒素・全燐値でございます。

富栄養化の状況を示すこの指標につきまし

ては、有明海及び八代海ともに環境基準が設

定されてございます３水域のうちの１水域で

基準を超過してございますので、３分の１と

いうことで、パーセントは66.7％という形に

なってございます。
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次に、21ページの③をお願い申し上げます。

有明海・八代海への汚濁物質の流入削減対

策についてでございます。

県としては、環境基準を達成していない水

域もありますことから、引き続き、庁内関係

各部局、国や関係各県及び市町村等と連携し

て、環境基準を達成できるよう海域環境への

負荷軽減に努めていくこととしているところ

でございます。

特に、平成17年３月には、有明海、八代海

への汚濁物質の流入削減を目的に、水質汚濁

防止法第３条第３項に基づきます、これは上

乗せ条例と申し上げますが、上乗せ条例及び

同法の適用のない事業場等に対する熊本県生

活環境の保全等に関する条例施行規則の改正、

こちらは横出しという形になりますけれども、

それぞれ所要の改正を実施いたしまして、平

成20年、昨年の４月１日から施行してござい

まして、事業場等からの汚濁物質の流入削減

対策を強化しているところでございます。

平成19年度の水質調査結果につきましては、

以上でございます。

○神戸水産振興課長 座ったまま説明させて

いただきます。

有明海・八代海の漁業生産の状況について

御説明いたします。

22ページをお願いいたします。

まず、漁業の状況についてですが、魚類の

漁獲量について御説明いたします。

左下の図をごらんください。黒丸が有明海、

白丸が八代海をあらわしております。両海域

とも長期的に見れば減少傾向を示しており、

、平成19年の漁獲量は、有明海では1,295トン

八代海では8,440トンで、それぞれ平成元年

の31％まで減って64％に減少しております。

次に、右下のアサリの漁獲量でございます

けれども、有明海では平成８年以降回復傾向

が見られておりますが、図には示しておりま

せんけれども、平成20年の漁連共販量では3,

673トンと、前年と比べて1,300トン程度の減

少が見られております。八代海につきまして

は、平成15年以降若干増加傾向にございまし

て、平成20年の漁連共販量は1,440トンと、

前年と比べて増加いたしております。

次に、23ページをお願いいたします。

養殖漁業の状況についてでございますが、

まず、左下図の有明海のノリ養殖生産枚数は、

近年10億枚前後で推移しておりますが、平成

20年度は、漁期前半の高水温傾向、病害の発

生により、生産枚数が９億7,800万枚、平年

比94％と、やや不作でございました。

次に、八代海では、平成15年以降、病害や

栄養塩不足による色落ちで低調な生産が続い

ております。

次に、右下図の魚類養殖でございますけれ

ども、ブリ、マダイとも平成17年以降は8,00

0トン前後で比較的安定した生産が続いてお

ります。

以上でございます。

○平野みどり委員長 次に、有明海・八代海

再生に係る提言への対応について、各課の御

説明をお願いします。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。座ったまま説明させていただきます。

それでは、27ページをお願いしたいと思い

ます。

27ページからが各論となります有明海・八

代海再生に係る提言への対応についてでござ

います。

先ほど触れました県議会の提言を受けまし

て、これまで、関係各課におきまして、それ

ぞれの施策に取り組んできたところでござい

ますが、本日は、平成21年度に新たな取り組

みが予定される施策や水質の状況、漁業の振

興など、これまで、当委員会におきまして議

論があり、継続的な報告が必要と考えられる

施策などを中心に御説明いたしたいと思いま
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す。

それでは、主な施策の取り組みにつきまし

て資料に沿って各担当課から順次説明させて

いただきますので、よろしくお願いいたしま

す。

○西田下水環境課長 下水環境課でございま

す。

資料の27ページをお願いいたします。

施策、生活排水処理施設の整備促進につい

てでございます。

１、施策の概要等の①提言の実現に向けた

取り組み概要欄をごらんください。

平成15年に、生活排水処理施設整備のマス

タープランとなります熊本県生活排水処理施

設整備構想を取りまとめ、平成22年度末の汚

水処理人口普及率の目標値を82％とし、公共

下水道、流域下水道、農業集落排水施設、浄

化槽などの連携を図りながら整備を進めてき

ております。

③の平成20年度の取り組み実績をごらんく

ださい。

この目標値に対しまして、平成19年度末の

実績は74.7％となっております。全国平均に

比べ９％下回っておりますが、前年から2.3

ポイント上昇し、近年は、毎年大体同程度、

２％前後の上昇を見ているところでございま

す。

具体的な事業としては、県が管理しており

ます３カ所の流域下水道の整備を進めるとと

もに、30市町村で公共下水道の整備が行われ

ました。農業集落排水施設は、計９カ所で整

備が行われまして、うち４カ所の事業が完了

しております。漁業集落排水施設は、３地区

で整備を進めまして、うち宇土市の網田地区

及び天草市の佐伊津地区で、ことし４月に供

用開始の運びとなっております。浄化槽につ

きましては、市町村設置型11市町村、個人設

置型39市町村で整備が行われ、計約2,700基

の浄化槽が整備されることになっております。

下段の平成21年度の取り組み予定欄をごら

んください。

市町村の財政悪化に伴いまして、新規事業

への着手が減少する厳しい状況にありますけ

れども、汚水処理人口普及率の向上を目指し、

特に普及率が低位の市町村に対しまして、粘

り強く事業の促進を要請してまいりたいとい

うふうに考えております。

次に、１ページ飛びまして29ページをお願

いいたします。

市町村に対する浄化槽市町村整備推進事業

への取り組みの働きかけについてでございま

す。

１、施策の概要等の①提言の実現に向けた

取り組み概要欄をごらんください。

浄化槽の設置には、大別しまして、個人が

設置するものと、浄化槽市町村整備推進事業

と呼んでおります市町村が設置するものの２

通りがございます。浄化槽が期待したとおり

の機能を発揮し、きれいな放流水とするため

には、浄化槽の保守、点検や清掃などの維持

管理を適切に行うことが重要となってまいり

ますが、市町村設置型の場合は、設置のみな

らず、維持管理も市町村が行うこととなりま

して、確実な維持管理が担保されることから、

市町村に対し、その導入について要請してき

ているところでございます。

③の平成20年度の取り組み実績をごらんく

ださい。

前年度に引き続きまして、11市町村が市町

村設置型を推進しております。最近の厳しい

財政状況もございまして、新たに取り組む市

町村はございませんでした。

下段の平成21年度の取り組み予定をごらん

ください。

県の支援策といたしまして、市町村設置型

の事業を取り組んだ市町村に対し、翌年度に

事業費の6.5％を補助する制度を今年度も継

続してまいります。また、市町村設置型は、

個人設置型に比べまして市町村の負担が大き
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いことがその導入を阻む要因になっておりま

すので、国に対し、補助率を現行の３分の１

から他事業並みの２分の１へ引き上げるよう

要望してまいりたいというふうに考えており

ます。

下水環境課の説明は以上でございます。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

資料の31ページをお願いします。

提言に掲げられました有明海、八代海の水

質保全対策につきましては、先ほど御説明申

し上げました公共用水域の水質監視を実施す

るということと、海域への汚濁負荷軽減対策

という形に分かれてございます。

負荷軽減対策に係る主な対策としまして、

この31ページに書いてございます１点目、普

及啓発活動の展開ということでございます。

②のところに課題のところがございますが、

県民の水環境意識の高揚を図り、自主的取り

組みを促進する観点から、①に書いていただ

きますが、①の取り組み概要に記載のとおり、

平成14年度から、くまもと・みんなの川と海

づくり県民運動を推進しているところでござ

います。

③の実績にございますが、昨年度は、８月

24日の宇城市若宮海水浴場を主会場に県下全

域で一斉清掃活動等を展開いたしました。ま

た、県民運動全体のメーン行事となります県

民大会につきましては、11月に阿蘇市で開催

し、子供たちも参加していただく中で意識高

揚を図りました。

このほかにも、川の環境調査や水環境アド

バイザーの派遣事業等につきましても、年間

を通じて実施しているところでございます。

２の来年度の取り組みでございますが、年

間を通じて８万人前後が参加しますこの県民

運動でございますので、市町村や環境保全団

体とも連携し、県民、事業者の自主的参加の

中で、より効果的な事業となるよう普及啓発

活動を推進していくこととしてございます。

次に、32ページをお願いします。

海域環境への負荷軽減対策の２点目でござ

います。

工場、事業場からの汚濁負荷削減対策とし

て、排水規制の見直しでございます。32ペー

ジには、上乗せ規制適用区域の設定としてご

ざいます。

①の取り組み概要に記載しております条例

改正、これは先ほども少し触れましたが、水

質汚濁防止法の第３条に基づきます県の上乗

せ排水基準を定める条例と、国が規制してい

ない施設や業種に対する熊本県生活環境の保

全等に関する条例施行規則の改正によります

横出しの規制でございますが、平成17年３月

にそれぞれ実施しているところでございます。

②に記載してございますように、事業者へ

の周知、改正内容の説明会、基準遵守のため

の研修会の開催、排水基準超過のおそれのあ

る事業場への立入指導など事前の周知を経ま

して、昨年４月１日から、改正条例や規則に

よりますところの新基準が施行しているとこ

ろでございます。

③の実績の２つ目のポツに記載してござい

ますが、条例施行後の平成20年度におきまし

ては、延べ378事業場の排水監視を行いまし

て、18件の改善指導を実施しているところで

ございます。

２の本年度の取り組みでございますが、引

き続き、対象事業場への立入指導、排出水の

確認等、水質基準の遵守状況の把握に努め、

基準超過事業場等へは適切な改善指導を実施

していくこととしております。

次に、33ページをお願いします。

条例による規制対象項目の追加でございま

す。

①の取り組み概要にも記載しておりますが、

熊本県生活環境の保全等に関する条例施行規

則を改正いたしまして、米粉でございますが、

米粉製造業など７業種の事業場につきまして

は、富栄養化の原因となります窒素、燐を規
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制対象としまして、②に記載しておりますよ

うに、改正基準の事業者への周知、立入検査

指導等に努めてきたところでございます。

③の実績、それから２の21年度の取り組み

につきましては、先ほどと重なりますので、

割愛させていただきます。

次に、34ページをお願いいたします。

窒素、燐の上乗せ規制の検討でございます

が、①の取り組み概要に記載しておりますけ

れども、富栄養化の状況が続いておりますこ

とを踏まえまして、引き続き、海域の窒素、

燐の環境基準の達成状況を注視しながら、さ

らなる規制強化の必要性及び関係県と連携し

た取り組みなどにつきまして検討することと

しております。

②の課題にありますが、有明海、八代海の

一部水域で燐の環境基準が未達成の状況にあ

ることは、平成19年度の公共用水域の水質調

査結果を先ほど御報告いたしたところでござ

います。

③の実績にも記載しておりますが、こうし

た状況を踏まえながら、有明海、八代海は、

いずれも各県境間、６県境間の閉鎖性水域に

なりますので、本県で開催いたしました有明

海・八代海再生推進連絡協議会及び環境部会

等の中で、環境基準未達成水域の解消に向け

まして、今後の効果的な対策に関しての検討

を行うなど、原因究明等につきまして関係県

と情報を共有し、連携した対策の強化に努め

ているところでございます。

２に記載しております21年度につきまして

も、継続した取り組みを行ってまいることと

しております。

水環境課からは以上でございます。

○渡辺農業技術課長 農業技術課の渡辺でご

ざいます。

資料の36ページをお願いいたします。

提言の環境負荷削減に係ります農薬、化学

肥料の使用総量の削減についてでございます

が、①のとおり、本県では、環境と安全に配

慮した農業への取り組みを、くまもとグリー

ン農業と総称しまして、農薬、化学肥料の使

用量の削減に取り組んでいるところでござい

ます。

具体的に申し上げますと、国の法律でござ

いますけれども、持続性の高い農業生産方式

の導入促進法というのがございますが、これ

に基づきますエコファーマーや熊本型の特別

栽培農産物であります「有作くん 、さらに」

は、19年度からスタートしております農地・

水・環境保全向上対策事業に係ります営農支

援部分につきまして推進を図っているところ

でございます。

この結果、③の実績といたしまして、エコ

ファーマー数としまして9,921軒となり、22

年度の目標は１万軒とおいておりますもので

すから、これに近づいているところでござい

ます。

それから、４つ目のポツに「ちなみに」と

書いてございますが、平成19年度における農

薬と化学肥料の総使用量は、基準年を平成12

年としまして、農薬で73％、化学肥料で88％

となっております。引き続き、これらの施策

を実施していくこととしております。

農業技術課は以上でございます。

○神戸水産振興課長 漁場改善計画の策定推

進及び着実な実施についてでございます。

取り組みの概要は、魚類養殖におきまして

は、負荷が少ないえさへの転換や収容密度の

削減等を促進いたします。ノリ養殖におきま

しては、酸処理剤の適正使用、漁場行使方法

の改善を促進するため、それぞれ漁場改善計

画を策定しており、その管理を行います。

平成20年度の取り組み実績でございますが、

関係漁協により、魚類養殖、ノリ養殖合わせ

て全184漁場で改善計画が策定されました。

また、指導講習会等を、魚類では21回、ノリ

では32回実施いたしました。



- 12 -

21年度の予定でございますが、環境負荷を

軽減する漁場改善計画の目的を達成するため、

実態把握に努め、指導を継続してまいります。

以上でございます。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。

42ページをお願いいたします。

提言項目が森林の整備、施策がボランティ

ア活動への支援でございます。

①の提言の実現に向けた取り組み概要でご

ざいますけれども、県民の森林ボランティア

活動への参加を推進することとしております。

②の課題でございますけれども、１つ目の

ポツにありますように、県民参加の森づくり

を推進するためには、まずは県民の皆さんに

森林への理解を深めていただくことが不可欠

でございます。

それから、２つ目のポツにありますように、

森林ボランティア活動を気軽に体験できるよ

うな場が必要でございます。

３つ目のポツでございますけれども、森林

ボランティア活動を行っている団体には、現

在さまざまなものがございますので、その団

体の特徴に応じて、団体が必要としているよ

うな支援を行うことが重要となってございま

す。

それから、４つ目のポツでございますけれ

ども、ボランティア活動の内容も大分多様化

してきておりまして、それらを広く支援する

必要が出てきているということでございます。

それから、最後のポツにありますように、

近年、企業が社会貢献活動の一環として森林

の整備に取り組む事例がふえてきておりまし

て、その対応も重要となってきております。

③の20年度の取り組み実績でございますけ

れども、今ほど御説明いたしました課題を踏

まえた取り組みを行っているところでござい

まして、具体的には、１つ目のポツにありま

すように、県民の皆さんが森林への理解を深

めるために、森林自然観察・体験教室という

ものを県内各地で12回開催いたしましたし、

また、２つ目のポツにありますように、県民

の皆さんが気軽に森づくりを体験できる場と

いたしまして、県内３カ所に設置しておりま

すみどり世紀の森におきまして森林整備活動

を行ったところでございます。

次に、３つ目のポツにありますように、社

団法人熊本県緑化推進委員会に設置しており

ます森づくりボランティアネットというもの

におきまして、ボランティア団体の特徴に応

じた総合的な支援を行いますとともに、４つ

目のポツでございますけれども、活動内容の

多様化に対応いたしまして、団体のアイデア

による活動を支援するための制度、これを新

設いたしまして支援を行ったところでござい

ます。

さらに、最後のポツでございますけれども、

企業の森づくりを促進するために、新たに企

業・法人等との協働の森づくり指針というも

のを策定いたしまして、企業の森づくりの支

援を行ったところでございます。

21年度におきましても、20年度と同様の取

り組みを継続して行うこととしてございます。

森林整備課は以上でございます。

○尾山漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。

45ページをお願いします。

干潟等の漁場環境改善のための耕うん、作

澪、覆砂、藻場造成の実施についてでござい

ます。

平成20年度の覆砂につきましては、八代地

区で荒瀬ダムの堆積土砂を活用した覆砂を、

また、市町村営により、岱明、長洲、熊本地

区で覆砂を実施しております。増殖場、藻場

につきましては、天草の４地区で74ヘクター

ルの造成を行いました。

平成21年度の取り組みですが、宇土市網田

地区におきまして砕石を用いた覆砂を、八代
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におきまして荒瀬ダム堆積土砂を活用した覆

砂を、また、市町村営により、玉名、熊本地

区で覆砂を予定しておりますが、さらに、６

月補正では、八代海において作澪、覆砂を、

玉名地区において覆砂を、それぞれ実施する

予定です。増殖場、藻場につきましては、天

草の３地区で44ヘクタールの造成を行います。

次に、海底耕うんとしまして、有明海の水

深20メーター程度の海底を耕うんし、クルマ

エビ等の生息環境の改善状況について調査を

行うこととしております。

以上でございます。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

48ページをお願いいたします。

海砂利採取の縮小についてでございます。

海砂利採取への対応につきましては、採取

縮小への対応を早急に実施するようにとの提

言に基づきまして、昨年１月に、平成20年度

から５カ年かけまして段階的に採取量を縮小

する熊本県海砂利採取削減計画を策定し、本

計画に沿って海砂利採取の縮小に努めており

ます。

計画の初年度に当たります昨年度は、計画

で定める採取限度量の20万5,000立米の範囲

内でございます20万1,950立米の認可を行い

ました。

本年度は、計画２年目として、昨年度の約

2.4％減となる20万立米を採取限度量として

認可を行いますとともに、採取を行う業界に

対しまして、法令順守などの指導を行ってま

いります。

続きまして、50ページをお願いいたします。

干潟等の実態の把握についてでございます。

海域環境が悪化しております干潟等沿岸海

域の調査結果等をもとに、有明海・八代海干

潟等沿岸海域再生検討委員会で取りまとめら

れました再生方策を踏まえた取り組みを推進

しております。

昨年度は、国、県、大学等が実施する海域

環境に関する各種調査結果について情報収集

把握を行うとともに、干潟の実態やその重要

性などについての普及啓発を行うため、小中

学校の教師を対象とする干潟漁業体験実習セ

ミナーや玉名と八代の２地域で環境活動団体

や漁業者等を対象としたワークショップ等を

開催しました。

本年度も、干潟等の再生に向けて、各種調

査研究結果を踏まえながら、引き続き干潟等

の実態の把握に努めるとともに、普及啓発の

取り組みを行ってまいります。

なお、協働体制づくりのうち八代地域につ

きましては、去る５月16日に、環境活動団体

や漁業者などから成るやつしろ里海ネットが

発足しました。

以上でございます。

○神戸水産振興課長 55ページをお願いいた

します。

栽培漁業の推進体制の見直しでございます

が、栽培漁業を効果的に推進するため、国の

基本方針に基づき、必要な放流魚種、数量等

について、平成22年から26年度までの県の基

本計画を策定いたします。

平成20年度の実績でございますが、マダイ、

ヒラメ、クルマエビについては、５市４町23

漁協による地域展開協議会が共同放流事業を

実施いたしました。また、新たな魚種として、

カサゴの放流効果調査を水俣市と共同で実施

いたしました。

取り組み予定でございますが、次期の基本

計画策定に向け、市、町、漁業関係者等の意

見の調整、取りまとめを行い、次期計画の策

定を行います。

続きまして、57ページをお願いいたします。

栽培漁業の広域連携の推進につきましては、

マダイ、ヒラメについては鹿児島県と、クル

マエビは有明沿岸４県で共同放流事業に取り

組んでおります。
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20年度の実績でございますが、３魚種につ

いては、共同で放流及び追跡調査を実施いた

しました。

取り組み予定でございますが、新たに有明

海漁業振興技術開発事業により、有明海でク

ルマエビに加えてガザミ、ヒラメの共同放流

に取り組みます。

続きまして、58ページをお願いいたします。

資源回復計画策定などの検討でございます

が、資源が減少している魚種について、各種

委員会等の協議を経て、資源回復計画を策定

いたします。

実績でございますが、アサリ以下２魚種に

ついては既に計画を策定し、ガザミについて

は、抱卵ガザミの保護、小型ガザミの再放流

を盛り込んだ計画を平成20年３月に策定いた

しました。

予定でございますが、４魚種の資源回復計

画に基づく資源管理型漁業の推進に取り組ん

でいきます。

続きまして、59ページにつきましては、再

掲でございますので、省略させていただきま

す。

続いて、62ページをお願いいたします。

海域特性に対応した適切なノリ養殖管理の

推進についてですが、生産者に対して、漁場

環境等の情報の提供、近年の高水温傾向等の

変化に対応する養殖管理の指導を行っており

ます。

実績でございますが、高水温環境下におけ

る養殖スケジュールの見直しについて検討を

行うとともに、情報提供では、特に水温情報

について、自動観測ブイのデータをリアルタ

イムで携帯電話やパソコンで見ることができ

るシステムを構築いたしております。

予定でございますが、平成20年度の取り組

みを継続していくほか、価格の低下傾向が見

られることから、利益の向上につながる養殖

手法の改善に取り組んでいきます。

以上でございます。

○岩下水産研究センター所長 水産研究セン

ターでございます。

67ページをお願いいたします。

国等との共同研究等の推進でございますが、

これは、大学あるいは国の研究機関、あるい

は関係県との共同研究等を実施いたしまして、

効果的あるいは効率的な調査研究体制の充実

を図ってまいるものでございます。

20年度の取り組み実績といたしまして、藻

場の回復、拡大技術の高度化、あるいは栽培

漁業関連でトラフグ資源への添加技術の高度

化、マダイ、ヒラメ、クルマエビの標識放流

調査、あるいは赤潮の発生機構の解明等と、

13の事業について共同研究等を実施いたして

おります。

下に書いてございますように、５つの事業

を上げてございますが、相手方といたしまし

て、国の水産総合研究センター、あるいは有

明海関係県、八代海の関係県、さらには県立

大学とか東京海洋大学等々、さらに、テーマ

によりましては、関係県との共同研究も実施

いたしたところでございます。

21年度につきましては、これらの研究テー

マにつきまして、継続して共同研究をやって

まいります。特に、新たな取り組みといたし

まして、有明海再生拡充事業におきまして、

クルマエビ、ガザミ等のＤＮＡの解析手法に

よりまして、放流効果の把握といったものに

ついて国と有明４県で取り組んでいく計画を

上げております。

以上でございます。

○神戸水産振興課長 70ページをお願いいた

します。

諫早湾干拓事業に係る中長期開門調査の実

施についてですが、昨年６月の佐賀地裁判決

を受け、当時の若林農林水産大臣が、開門調

査のためのアセスメントを実施すると発言さ

れたことから、県は、国が実施する環境アセ
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スメントに係る方法書骨子、方法書、準備書

について意見を提出することになります。

県は、有明海の環境変化と原因究明のため

に開門調査が必要であるとの立場でございま

すけれども、国に対しては、九州地方知事会

を通じて、まず環境アセスメントを実施する

ように求めてきました。

予定でございますが、既に済んでおります

けれども、本年５月14日に、既に方法書骨子

に対し庁内関係各課で取りまとめた意見を提

出いたしております。意見といたしましては、

開門調査の目的の明確化、開門方法の詳細の

明記、熊本県海域における調査地点の追加な

ど、記載している９項目について提出をいた

しました。

今後、国が作成いたします方法書について

意見を提出することになりますが、議会、県

漁連等と対応して意見を述べていくこととい

たしております。

以上でございます。

○平野みどり委員長 次に、有明海・八代海

再生に向けた県計画に関する平成21年度事業

について説明をお願いします。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

71ページをお願いいたします。

字が小さくて恐縮でございますが、こちら

の資料は、有明海・八代海再生に向けた県計

画に掲げる事業名と平成21年度６月補正後の

予算額について取りまとめたものでございま

す。

本日は、詳細な説明は省かさせていただき

たいと思いますけれども、71ページから73ペ

ージにかけまして、イの水質等の保全に関す

る事項に関する事業が約50億円となっており

ます。

次に、73ページのロ、干潟等の浄化機能の

維持及び向上に関する事項から、75ページの

ヘ、漁場の生産力の増進に関する事項に関す

、る事業が約136億円、それから75ページのト

水産動植物の増殖及び養殖の推進に関する事

項から、76ページのチ、有害動植物の駆除に

、関する事項に関する事業で約６億5,000万円

次に、77ページの調査研究等の推進に関する

事項に関する事業が約4,000万円などとなっ

ております。

一番最後の78ページの右下をごらんいただ

きたいと思います。

平成21年度に取り組みます事業といたしま

しては、69事業、事業費約193億円強となっ

ております。本年度当初と比較しまして、約

23億円、13.7％の増となっております。

事業費増の理由としましては、河川海岸、

港湾、漁港等のハード整備に関する事業費が

約16億9,000万円、覆砂に関する事業費が約

２億8,000万円、水俣港港湾の土砂のしゅん

せつ除去等に係る事業費が約３億4,000万円

の増となっていることなどでございます。

以上が有明海、八代海の再生に関する説明

でございます。

○平野みどり委員長 次に、地球温暖化対策

に関する件について、地球温暖化に関する現

状等についての説明をお願いいたします。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

80ページをお願いしたいと思います。

地球温暖化に関する現状等についてでござ

います。(1)温室効果ガス総排出量から説明

いたします。

まず、①国の総排出量でございますが、平

成19年度確定値は、基準年の平成２年と比べ

て9.0％上回っており、削減目標との差は15.

0％となっております。

次に、②本県の総排出量でございますが、

平成18年度確定値は、基準年と比べて10.2％

上回っており、削減目標との差は16.2％とな
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っております。目標を達成するためには、森

林吸収で8.1％のほか、8.1％の排出削減が必

要な状況となっております。

また、部門別内訳を見ますと、左下の円グ

ラフになりますが、産業部門と業務その他部

門の合計で53.3％を占めております。さらに、

右下の棒グラフのとおり、同年度の基準年と

比較した部門別伸び率を見ますと、家庭部門

が最も大きく18.1％となっております。前年

度と比較した場合、全般的には若干減少して

いるものの、産業部門は増加傾向にあります。

81ページをお願いいたします。

(2)温室効果ガス排出削減目標について御

説明いたします。

①国の削減目標の(ｱ)当面の目標について

でございますが、平成９年12月に京都議定書

が採択され、日本の削減約束は平成２年比で

６％と設定されました。

次に、(ｲ)の2020年に向けた我が国の中期

目標についてでございますが、去る６月10日、

麻生首相が平成17年比で15％削減とすること

を表明されました。正式には、ことし12月に

決定される見通しでございます。

次に、②本県の削減目標についてでござい

ますが、平成18年３月に策定しました第３次

熊本県環境基本計画において、平成22年度に

おける温室効果ガス総排出量を平成２年比で

6％削減することを目標としています。

次に、(3)地球温暖化対策に関する提言に

ついてでございますが、本年３月、環境対策

特別委員会におかれまして、当面の排出削減

目標の６％の達成、さらには次の中期目標の

策定、実現につなげていくため、温室効果ガ

ス排出量の部門別内訳において大きな割合を

占めている産業、業務その他部門、運輸部門、

家庭部門、二酸化炭素吸収源として重要な森

林整備、保全につきまして、重点的に取り組

みを追加し、強化することを内容とする地球

温暖化対策に関する提言が取りまとめられま

した。重点的に取り組む事項に掲げられた施

策を枠の中に記載しております。

①の地球温暖化に関する現状等についての

説明は以上でございます。

○平野みどり委員長 引き続き、地球温暖化

対策に関する提言への対応について御説明を

お願いいたします。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

82ページをお願いいたします。

地球温暖化対策に関する提言への対応につ

いてでございますが、まず、産業、業務その

他部門の事業活動における取り組みの推進に

ついて説明いたします。

１の提言の概要でございますが、この部門

の温室効果ガス排出量を抑制するためには、

昨今の厳しい社会情勢を踏まえ、経済活動の

直接的な規制によるのではなく、事業者にと

っての経営コストの削減や新たな省エネ設備

の投資につながるよう、自主的かつ計画的な

温室効果ガス排出量削減の取り組みを促進し

ていくことが極めて重要であること、また、

新たな取り組みとして、一定規模以上の事業

所に対し、排出削減の計画を作成し、定期的

に排出量等を報告させ、県が公表すること、

さらには、県がこれらの事業所に対し適切な

指導、助言を行うことなどを内容とした条例

を早期に制定し、経済と環境の両立という共

通認識のもと、経済界と連携した地球温暖化

対策を着実に進めることとされております

次に、２の提言の実現に向けた取り組み概

要等でございますが、まず、①の課題としま

しては、経済界を初め、県民との共通認識づ

くりが必要であると認識しております。

②の平成21年度の取り組み予定でございま

すが、排出量の多い大規模事業所の排出削減

計画書等の提出制度を含む条例の制定に向け、

庁外・庁内組織における検討、県政パブリッ

クコメントの実施を経て、本年12月の制定、
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来年４月施行を目指すこととしています。こ

の条例の中で、建築物に係る省エネルギー化

や省資源化等の温室効果ガス排出抑制対策も

検討してまいります。

83ページをお願いいたします。

運輸部門の公共交通機関の利用促進につい

て説明いたします。

１の提言の概要でございますが、運輸部門

の排出量におきましては、その約６割を自家

用自動車が占めていることから、この過度の

使用を抑制することが重要であるとされてお

ります。

そのため、自家用車から公共交通機関への

利用の切りかえが促進されるよう、動機づけ

となる新たな仕組みの導入などノーマイカー

通勤運動を強化すること、各地域と中心市街

地を結ぶ循環路線や病院等の生活利便施設を

経由する路線を設定するなどのバス路線の再

編について、関係機関の協議を促し支援する

こと、さらに、パーク・アンド・ライドの普

及促進に向け、関係機関との調整や支援を行

うとともに、交通結節点の改善を行い、自家

用乗用車と公共交通機関、または公共交通機

関相互における乗り継ぎの一層の円滑化を図

ることとされました。

２の提言の実現に向けた取り組み概要でご

ざいますが、ここからは、関係課の順に説明

します。

まず、環境政策課の関係から、①の課題で

ございますが、(1)ノーマイカー通勤運動の

強化等について。

この運動は、公共交通機関の利便性の低い

地域では取り組みにくい場合が多いので、今

まで以上に取り組みを広げるためには、企業

と連携した新たな仕組みづくりが必要である

と考えております。また、ノーマイカーに取

り組みにくい場合を考慮した環境に優しいマ

イカーの利用の仕方を普及啓発していくこと

も必要と認識しております。

84ページをお願いいたします。

②の平成21年度の取り組み予定でございま

すが、(1)の丸の２つ目になりますが、免許

更新者を対象としたエコドライブの普及啓発

に取り組むことや、県の率先行動として、公

用車に低公害車を導入することを予定してお

ります。

また、新たに制定を検討している地球温暖

化対策の推進に係る条例の中で、公共交通機

関等への利用転換、エコドライブの推進、低

燃費車の導入促進等を検討してまいります。

環境政策課は以上でございます。

○田代交通対策総室副総室長 交通対策総室

でございます。

前のページ、83ページの下段の課題の欄で

ございます。

(2)バス路線再編の協議の支援につきまし

ては、利用者ニーズに即した効率的かつ利便

性の高いバス交通体系を再構築するに当たり

まして、バス事業者等も含めました調整が必

要でございます。

21年度の取り組みでございます。次のペー

ジ(2)でございます。

熊本市におきましては、今年度、東バイパ

スを運行しまして、済生会、それから熊本中

央病院、市民病院を経由しまして、日赤病院

に至る横軸のルートの試行をすることとして

おります。また、バスの乗りかえ場所の整備

のための調査、それからバス路線も県として

も見直しの検討等に参加し、支援していくこ

ととしております。

以上です。

○宮部都市計画課土木審議員 都市計画課で

ございます。

運輸部門、最後になります。申しわけござ

いませんが、再度83ページをお願いいたしま

す。

課題の欄の最下段でございます。(3)乗り

継ぎの円滑化でございますが、課題としまし



- 18 -

ては、現在７カ所でパーク・アンド・ライド

を実施しており、利用者数は増加傾向にあり

ますが、今後さらなる展開を図るためには、

普及啓発に向けたＰＲを行うとともに、関係

者への理解と協力を求めていくことが必要と

考えております。

続きまして、84ページをお願いいたします。

ページ下の(3)乗り継ぎの円滑化でござい

ます。

今年度の取り組み予定としましては、質の

向上と量の拡大を図るために、主に３つの点

に取り組んでまいります。

１つ目ですが、昨年度から引き続き実施し

ております利用者と事業者双方へのアンケー

ト調査や実施箇所ごとの利用状況等をもとに

現状分析を行い、利用者の利便性がより高ま

るよう、改善点について関係者へ働きかけを

行ってまいります。

２つ目は、県広報誌やホームページ等を利

用し、県民へ幅広くＰＲしてまいります。

最後に３つ目としまして、パーク・アン

ド・ライド実施エリアのさらなる拡大を図る

ため、既存の交通結節点や駅前広場の整備が

検討されている箇所を対象に、普及促進に向

け、関係者の理解と協力を求めてまいります。

以上でございます。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

85ページをお願いいたします。

家庭部門の家庭における取り組みの強化に

ついて説明いたします。

１の提言の概要でございますが、家庭部門

の排出量は、世帯数の増加や家電製品等の普

及に伴って増加していると考えられ、したが

って、一人一人が省エネ行動を着実に実践す

ることが重要であること、そのためには、家

庭において身近に取り組むことのできる省エ

ネ行動の実践及び削減効果の大きい省エネ家

電製品の購入の促進が効果的であり、民間活

力による新たな仕組みの構築を働きかけてい

くこととされました。

２の提言の実現に向けた取り組み概要等で

ございますが、まず、①の課題としましては、

地球温暖化問題に関心のない人への動機づけ

及びその周知方法の工夫が必要であること、

家庭部門での取り組みが他の部門での削減に

つながるような連携した取り組みの推進が必

要であることを上げております。

②の平成21年度の取り組み予定でございま

すが、県民の省エネ・省資源行動の実践を暮

らしの中に定着させるため、電気等使用量の

削減実績を評価し、優秀者を表彰するｅチャ

レンジ事業を実施いたします。

また、熊本県ストップ温暖化県民総ぐるみ

推進会議におきまして、県内統一行動の一つ

に省エネ家電・製品の購入を掲げ、今後県民

運動としての取り組みの促進を図ってまいり

ます。

さらに、くまもとＥＣＯプロジェクト事業

を立ち上げ、中小規模事業所の自主的削減努

力を基礎として、県が環境活動団体に活動資

金を助成し、県民総ぐるみによる省エネ行動

を促進するための新たな仕組みづくりを支援

してまいります。

以上でございます。

○織田森林整備課長 森林整備課でございま

す。

86ページをお願いいたします。

二酸化炭素吸収対策部門の提言項目が森林

吸収源対策の推進でございます。

１の提言の概要でございますが、本県にお

きましては、基準年総排出量の8.1％に相当

する森林吸収源対策を実現いたしますために、

熊本県森林吸収量確保推進計画というものを

策定いたしまして、森林の整備・保全面積の

目標等を定めて、森林の整備を進めていると

ころでございますけれども、２つ目の丸の部

分にありますように、森林の整備の実施には



- 19 -

所有者の負担も必要なことから、この負担軽

減に努めるべきであるということ、それから

３つ目の丸にありますように、企業の森づく

りを促進すべきであるということ、この２つ

を御提言いただいたところでございます。

２の提言の実現に向けた取り組み概要等の

①の課題でございますけれども、(1)の森林

所有者の負担軽減関係では、やはり、まずは

作業路・作業道の整備等によります作業の低

コスト化、こういったことを進める、それか

ら、工夫次第では所有者の負担が軽減できる

ような定額方式での助成事業が、

最近県等の要望を踏まえた国の対策として出

されておりますので、こういったものを活用

していく、さらには、どうしても所有者の管

理ができないような場合には、所有者の負担

なしでの整備を行っていく、こういったこと

を必要がございます。

それから、(2)の企業等の森づくりの促進

関係では、昨年度、企業・法人等との協働の

森づくり指針というものを策定したところで

ございますけれども、まだ十分に認知されて

ないということで、この指針の普及を図りな

がら、企業等による森づくりを積極的に支援

する必要がございます。

87ページの②の21年度の取り組み予定でご

ざいますが、今ほど説明しました課題を踏ま

えまして、所有者の負担軽減関係では、作業

路・作業道の開設に対する助成を拡充いたし

ますとともに、効率的な列状の間伐を行う場

合の定額の助成事業がございます。こういっ

たものを拡充して行います。さらには、所有

者が経営放棄した人工林を対象といたしまし

て、所有者負担なしで針葉樹と広葉樹のまじ

ったような森林に誘導する事業、これも拡充

して行う予定でございます。

それから、(2)の企業等の森づくりの促進

関係では、昨年度策定いたしました指針のパ

ンフレットを作成いたしますとともに、東京

等で開催されます企業の森づくりフェア、こ

ういった場を活用いたしまして、指針あるい

は熊本県の取り組みを紹介して、企業等の森

づくりを積極的に支援したいということでご

ざいます。

森林整備課は以上でございます。

○平野みどり委員長 次に、地球温暖化対策

に関する平成21年度事業について説明をお願

いいたします。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

説明が長くなっておりますけれども、最後

の説明になりますので、よろしくお願いした

いと思います。

88ページをお願いいたします。

地球温暖化対策に関する平成21年度事業に

ついてでございますが、本県では、平成22年

度における温室効果ガス総排出量を平成２年

度比で６％削減することを目標としまして、

(1)温室効果ガス排出削減対策の推進、(2)森

林による二酸化炭素吸収対策の推進、(3)県

の事務事業における温室効果ガス排出抑制に

積極的かつ計画的に取り組んでおります。

１の施策の方向性で目標達成のための取り

組みの概要を示しておりますが、それぞれの

部門ごとに効果的な施策の方向性を定め、具

体的な対策に取り組んでおります。

２の平成21年度に取り組む事業でございま

すが、今年度は、経済危機対策対応を含む34

事業に取り組んでまいります。予算額は、約

97億円になります。

次のページから部門ごとに事業の概要を記

載しておりますが、その中から経済対策対応

の事業を説明させていただきます。

90ページをお願いしたいと思います。

産業支援課のくまもとソーラーパーク推進

事業は、事業所対象の――92ページでござい

ますけれども、環境政策課のくまもとソーラ

ー普及拡大事業は、一般住宅対象の太陽光発
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電システムを設置する場合の助成制度でござ

います。

また、96ページをお願いしたいと思います。

上の方から、環境対応車への転換では、知

事部局、警察本部を合わせ42台の公用車に低

公害車、ハイブリッド車を導入いたします。

次の段の太陽光発電設備整備事業では、県

庁舎敷地、環境センターなど９カ所の県有施

設に太陽光発電設備を整備することとしてお

ります。

そのほかの事業につきましては、継続的に、

または内容を充実して取り組んでいくことと

しておりまして、本資料をもって説明にかえ

させていただきたいと思います。

以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。

○平野みどり委員長 以上で執行部からの説

明が終わりましたが、まず、産業廃棄物処理

施設の公共関与推進に関する件について質疑

を始めたいと思います。質疑はございません

か――質疑がないようですけれども。

○田代国広委員 計画の工程表を見ますと、

平成25年度に供用開始となっておりますが…

… (｢マイクをお願いします｣と呼ぶ者あり)

可能性といいますか、順調にいきそうですか

ね。

○中島公共関与推進室長 公共関与推進室で

ございます。

今、先生から、順調にいきそうかという御

質問でございますが、現時点では最大限の努

力をしております。この工程表の実現をめど

にしておりますが、正直申し上げますと、少

し若干おくれぎみでございます。と申します

のが、今、昨年度からずっと地元説明に入っ

ておりますが、まだまだ反対意見が圧倒的で

ございまして、賛成の合意を得ていない状況

でございます。

したがいまして、ずっと地元説明会を続け

ておりますが、また来月から地元説明会に入

ってまいりますけれども、一つ一つ地元の御

心配、不安解消にお答えをしてまいりたいと

思っております。そういう状況でございます。

○田代国広委員 初めてこの委員会に来まし

て、恐らく以前にもいろいろ議論されたと思

いますので、重複すると思いますが、１～２

点お尋ねしたいと思います。

実は、私大津町ですけれども、以前産業廃

棄物で非常に苦い経験をした記憶があります。

当時から、民間に任せた産業廃棄物業者じゃ

なくして、今回行政が関与するわけですけれ

ども、行政主体でやるような廃棄物処理場が

必要だということを痛感しておったものです

から、今回県がこういった形で公共関与です

ることに対しては、私は大変いいことだとい

うふうに思っております。ただ、やっぱりこ

ういったいわゆる迷惑施設的な施設を建設す

る場合には、当然地域の住民の方々の反対が

予想されるわけですよね。

今回、これで見ますと７カ所から９カ所か

候補地があったわけですが、その選定する段

階において、利便性だけから来たのかどうか

知りませんが、そういった地域の方々の思惑

と申しますか、意向といいましょうか、そう

いった点も十分考慮されて、この地を選んだ

わけですかね。あるいは、中には、誘致はし

ないかと思いますけれども、地元が誘致する

ことはなかったんですかね。

○中島公共関与推進室長 誘致はございませ

んでした。候補地の選定に当たりましては、

県内真っ白な状態で、いろいろな要件をクリ

アさせて、まず８カ所を選んだわけですが、

その８カ所の中で、いろいろな立地の特性で

ありますとか、経済性でありますとか、いろ

いろ総合的に判断をいたしまして、現在の南
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関町に決定をいたしております。

その後、決定をした後に地元に入って説明

を続けておりますが、先ほど申し上げました

ような状況で、現時点では、まだ建設合意と

いうことには至っておりません。

○田代国広委員 以前にちょっとこの点につ

いてお話を聞いたのですが、非常に、この地

域は、飲料用の地下水を井戸を掘って利用さ

れている地域だということで、住民の方々が

不安で反対すると、そういったことを聞いた

わけですけれども、当然やっぱり飲料水であ

るならば、不安が起きるのはもう間違いない

わけですよね。

ただ、今回のは公共関与ですから、いわゆ

る責任を持って行政がやるというふうな観点

から考えると、そういったいわゆる民間じゃ

なくして、安心して安全でやれるんだという

ふうなことをしっかりと住民の方々に御理解

いただいて、できるだけ目標どおりに供用開

始ができるように、御苦労ですけれども、ひ

とつ努力をしていただきたいというふうにお

願いしておきます。

○中島公共関与推進室長 頑張ってまいりま

す。

○田代国広委員 お願いします。

○平野みどり委員長 今の件に関しましては

……。

○堤泰宏委員 私は、ここの特別委員会にも

う何回も所属させてもらっておるんですけれ

ども、いつもこれが出るんですね。努力して

おりますとか、説明しておりますとか。

私は、覚えとらすと思うけれども、何回か

言うたですもんね、市町村に１施設をつくっ

たが楽ですよと。何でこがん苦労をして県が

しなきゃいかぬのかと、その動機づけが私は

全くわからないんですよね。各市町村に１施

設割り当ててこれをやらせれば、これはでき

ますよね。それは何でできないのか、まずそ

れを聞いて、そしてちょっと質問を幾つかさ

せて……。

○山本廃棄物対策課長 まず、市町村ごとに

なぜできないのかという話でございますが、

産業廃棄物は、一般廃棄物と違いまして――

一般廃棄物は、御承知のとおり、市町村が処

理計画を定めて処理をしていくという状況で

ございますが、産業廃棄物の場合は、都道府

県が責任を持って処理をするという、管理し

ていくという、そういうシステムになってお

ります。しかも、出てくるものが各種産業か

ら出てまいりますので、多様にわたると。そ

れぞれの技術的な要件も高い、ハードルも高

いというようなことがありまして、ばらばら

でするよりも集中して管理した方が社会的に

は合理的だというふうに思っておるところで

ございます。

○堤泰宏委員 都道府県が産業廃棄物に対し

て対応するというのは、何か法律で決まって

おるわけですか。

○山本廃棄物対策課長 産業廃棄物処理法上、

産業廃棄物の処理は都道府県の管轄になって

おるところでございます。

○堤泰宏委員 都道府県の責任でするわけだ。

管轄になっとる。管轄になっとっても、各市

町村に割り当てればいいじゃないですか。

○山本廃棄物対策課長 産業廃棄物の処理は、

基本的には、一番の基本は排出事業者の責任

で処理をするということになっております。

○堤泰宏委員 じゃあ、もう１つ聞きますよ。

大企業がありますね。大企業は、熊本県で
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生産しなくて、ほかの拠点で生産しとるわけ

でしょう。その品物がこっちに流れていくわ

け。電気製品あたりでも一緒ですよね。部品

は、いろんな地域でつくると思いますけれど

も。そうしますと、今度はそれを各都道府県

で処理しなさいというのは、へ理屈から言え

ば、各市町村で産業廃棄物は対応しないでよ

いと。じゃあ、全国規模で生産しとる品物に

ついては、各都道府県では対応しなくてよい

と、国の一括対応。

もう少し大きいあれで言えば、外国から輸

入しとる品物もあるから、地球規模で対応し

なさいという理屈になるんですから、私は、

もうできやすい方向でやったがええと思うん

ですね。これは南関はできぬですよ。62億な

んていう金でできるはずがないですよ。これ

は200億ぐらい打ち込めばできますよね。あ

とはお金ですよ、これは。

○山本廃棄物対策課長 先生の御意見は一つ

の御意見かと思いますが、基本的に産業廃棄

物につきましては、先ほど申しました基本は

排出事業者、つまり先ほどの話でいけば工場

ですね。自動車の工場であるとか、会社であ

るとか、電気メーカーであれば電気メーカー、

紙であれば紙のメーカーが基本的に処理をす

るということになっておりますが、それだけ

では処理が当然――できているところもござ

いますが、できないところが多いものですか

ら、処理施設を民間がつくり、さらに、それ

に収集運搬をして運んでいく業があると、そ

ういう状況でございます。

そして、法律上は、明確には都道府県で発

生したものを都道府県で処理しろということ

にはなっておりませんが、都道府県で発生す

るごみの産業廃棄物についてはしっかり計画

を立てて我々が処理をすべきだと、適正な処

理ができるように計画をして、先ほど申し上

げた関係業者の方たちを指導監督していくと

いうような、そういう制度になっております

ので、その範囲内で私どもも一生懸命やって

適正に処理をしていきたいと思っております。

○堤泰宏委員 長くなって申しわけないです。

一生懸命されても、一生懸命してできるも

のと、一生懸命してできないものがあるです

もんな。努力せぬでできる場合もあるしです

ね。

今おっしゃったように、都道府県で責任を

とらなんということになりますと、今からも

うちょっと、インドとか中国あたりの外国車

あたりはかなり安く入ってきますよ。100万

以下で販売するというのが今インドと中国の

計画ですから、インドの自動車と中国の自動

車を熊本県の県費でこれは処理せなんという

ことになると、また大変ですよね。これは飛

躍した意見じゃないけれども、やっぱり市町

村に任せれば、これは自分たち住民が使った

車は自分たちで処理しようと、そがんふうに

考えぬと、恐らく場所を選んでもなかなか難

しいと思うんですね。

裏を返せば、今学校の統廃合が進んでおる

ですね。これは統廃合、かなり厳しかったけ

れども、これはできたですよね。学校はあっ

た方がいいけれども、そういう問題施設は要

らないと、そんなのがやっぱり住民の歴史的

な動かない事実ですもんね。だから、もう少

し考えて、私は方向転換をされたがいいと思

うんですね。そして、もっとやりやすいよう

に。

以上です。

○山本廃棄物対策課長 先生の御意見はしっ

かり考えさせていただきますが、廃棄物の処

理は、先ほど申し上げましたように、基本的

には、排出事業者が責任を持って最後まで、

つまり経費も含めて最後まで処理をするとい

うことになっておりますので、基本的には、

県は確かに施設をつくりますが、その経費に

ついては、そういった排出事業者からの料金
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等で最終的には賄うつもりで計画を進めてい

るところでございます。

○堤泰宏委員 最後と言いましたけれども、

もう１つ、これは最後にならぬだった。

それで、中国車とかインド車が今から入っ

てきますよ。中国とインドから人間を呼んで、

何か費用を出してせよとか、飛躍して言えば

私のへ理屈かもしれぬけれども。だから、も

うこれだけグローバル化したら、産業廃棄物

なんていうのは、メーカーが処理するなんて

いうことは不可能ですよ。これは部品なんか

もどこからどやん来よるかわからないです。

今度は、逆に日本も、かなり水銀なんか輸

出しとるでしょう。日本が世界じゅうに行っ

て水銀の処理をせないかぬようになるです。

だから、これは世界的な規模でもういっちょ

話し合わぬと、メーカーがそれの責任をとる

というのは、もう私は難しいと思うんですね。

○鬼海洋一委員 関連。

今そういう御意見もありますけれども、こ

の委員会では、必要――特に熊本県としても、

公共関与の処分場の必要性を感じて、歴史的

経過の中で、工程根拠も含めて議論をして、

お互いの県議会の総意としてやってきている

事業ですから、その辺を担当課長に説明をし

ていただいて、そしてこれまで進めてきたそ

の事業の必要性と今後の可能性に対するチャ

レンジ、必ず実現するというその思いを言っ

てもらわないと、なかなか今の質問にお答え

するというのはできないんじゃないかという

ふうに思いましたので、あえて発言させても

らいました。

○山本廃棄物対策課長 鬼海先生のおっしゃ

るとおり、この委員会でも、大変――私は、

昨年ですけれども、その前から、生活環境の

保全と、それから産業活動の維持のために大

変必要なインフラであるので、しっかり取り

組むようにという御指導もいただきながら、

精いっぱい今までやってきたところでござい

ます。

今後とも、全力を挙げていく所存でござい

ますので、どうぞよろしくお願いいたしたい

と思います。

○平野みどり委員長 よろしいでしょうか。

公共関与に関しては、今まで長い間の経緯

がございますが、実施設計目前というふうに

なっておりまして、後で御提案いたしますが、

委員会でも現地の視察をしたいなというふう

に思っております。

ほかにはございませんでしょうか。廃棄物

処理施設の公共関与に関しては終わらせてい

ただきます。よろしいですか。

それでは次に、有明海・八代海の環境の保

全、改善及び水産資源の回復等による漁業の

振興に関する件について質疑をお願いいたし

ます。質疑はございませんか。

○田代国広委員 これは、皆さん完璧に議論

をされてきておるわけでして、あえて質問を

続けていくことはないようですけれども、要

は、問題は、これをいかに生かすか、効果を

出すかに尽きると思います。本当にいろんな

形で多岐にわたって議論をされて、このよう

なことがまとめられてきておるわけですから。

特に、八代海はもちろん、有明海もそうで

すが、昨日、実は自民党の厚生部会で、合併

浄化槽協会の方々と勉強会をしました。そこ

で注目したのが、合併浄化槽はいいんですけ

れども、以前単基と申しましたですね （発。

言する者あり）合併浄化槽ですね。これは、

たくさん何万と使っておられるわけでして、

これは御承知のように合併がないものですか

ら、家庭雑排水はそのまま河川に流れていく

と。

しかも、今河川の汚染が言われているのは、

企業は、ほとんど規制が厳しいからクリアに
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して流しますから、企業が河川を汚染してい

るのは極めて少ないと言われております。約

80から90％の家庭排水が日本の河川の汚染の

原因だと言われているわけでして、そういっ

たことを考えると、八代海であれ有明海であ

れ、これを再生するためには、やっぱり県内

のこういった家庭雑排水を、いかに効率的に

実績を積み上げていくかということが一つの

大きな要点になるような気がしております。

したがって、ここにも書いてありますが、

目標として取り組むのも書いてありますけれ

ども、今回昔の浄化槽を取りかえるのに補助

制度ができているみたいなんですけれども、

それでもなかなか使っている方々は別に迷惑

せぬわけですよね。水洗化されても流せます

し、あと炊事場とかふろの水も流しておるわ

けでして、使っている方は全く不便でないも

のですから、なかなかそれをかえようとして

も事業が進まないというのが実態だそうです。

いかにして、こういったことも含めて、か

えていくか。今からする人は、恐らく合併浄

化槽ですから割といいでしょうし、もちろん

公共下水では、農業集落排水事業も進んでお

りますから、徐々には整備されていくと思い

ますけれども、過去の浄化槽をいかにして速

やかに今の合併浄化槽にかえていただけるか

というのが一つの大きな実績を上げるにおい

て大事な点だと思いますけれども、その実績

を上げるために、我々は知恵も出さなきゃな

りませんけれども、行動を起こさなならない

だろうし、あるいは、もっと法的な整備があ

るならばあるでやっていかなきゃなりません

が、これらについては、どういった認識を持

っておられますか。

○西田下水環境課長 下水環境課でございま

す。

浄化槽法の規定によりまして、平成13年度

からは単独浄化槽の設置が禁止されまして、

それ以降は、基本的にはもう合併浄化槽とい

う形になっております。

それから、現在の普及状況でございますけ

れども、大体単独浄化槽が９万基、県内です

ね、全体。それに対して、合併浄化槽が６万

基ということで、委員のおっしゃるとおり、

現段階ではまだ単独処理浄化槽の方が多うご

ざいます。

ただ、先ほど27ページの方で申し上げまし

たけれども、汚水処理人口普及率、この中に

は単独処理浄化槽はカウントされません。単

独処理浄化槽につきましては、御存じのとお

り生活排水がそのまま出てくるものですから、

やっぱり水質汚濁の大きな原因というふうに

考えておりまして、単独浄化槽から合併処理

浄化槽への転換を基本的には働きかけている

ところでございます。

以上でございます。

○田代国広委員 新しい合併浄化槽の転換を

今働きかけておられるわけでして、それをな

かなか働きかけてはおるけれども、実際問題

として速やかにスムーズにかえられてないわ

けでしょう。その一つの原因は、使っている

方が全く迷惑しないものですからかえないわ

けですよね。もちろん、かえるためにはお金

もかかりますし、そういった、今回かえるの

に補助制度もできたわけでしょう。そういっ

た補助あたりの率をもう少し上げてもらうと

か、そういった方法も、ひとつ検討していき

ながら、速やかに交換がしやすいような環境

というものをつくっていくのが我々の一つの

仕事であるわけですから、そういった点につ

いても、ぜひ知恵を出してください。お願い

しておきます。

○西田下水環境課長 今先生の方からお話が

ありましたけれども、１つ、単独処理浄化槽

から合併処理浄化槽に転換する施策として、

２年前からだったと思いますけれども、いわ

ゆる単独処理浄化槽の撤去費も補助対象にな
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って、基本的には合併処理浄化槽への転換が

しやすくなったという状況はございます。今

後またいろいろな努力をしてまいります。

以上です。

○池田和貴委員 委員長、関連して。

済みません、今の件に関連してですが、確

かに単独浄化槽から合併処理浄化槽への転換

のための補助制度ができております。これは、

国、県、市町村が３分の１ずつで、約９万円

ですよね。ところが、実際はこれ以上かかっ

てしまうという現実もあるやに聞いておりま

す。ですから、本当にやろうと思ったときに、

この額が適当なのかどうか、そういったもの

も、ぜひ検証していただきたいというふうに

思っておりますので、その辺よろしくお願い

します。

それと、もう１点でございますが、基本的

には、この浄化槽をきちんと設置者の方が管

理をしていくことが重要です。下水道とかそ

ういったものは市町村が管理をしますが、合

併浄化槽はその設置者、例えば市町村設置型

だと市町村がやりますが、個人設置型だった

ら各個人に管理がゆだねられるわけですよね。

実際に、年間の保守点検や１年に１回の法

定の検査で、きちんと機能を発揮しているか

どうかというのは個人がやっていかなければ

いけないわけですが、この１年に１回の法定

検査の受診率ですよね。これが50％以下の現

状であるということは、せっかく合併浄化槽

の設置が進んでも、実際に機能を生かすこと

ができないままになっている可能性を含んで

いるわけでございます。

なおかつ、これは法律できちんと１年に１

回の法定検査を受けることは義務づけられて

いまして、県が指導監督を行う、なおかつ従

わないところには勧告を行って、最終的には

過料を科すことまで、これは法律の中で規定

をされているというふうに認識をしておりま

すが、ぜひその辺を――下水環境課の皆さん

方からすれば、そういったことをきちんと各

責任の行政が行っていくことが水環境の浄化

につながっていくというふうに思っておりま

すので、ぜひその辺の対応をよろしくお願い

します。今私が言ったことに間違い等とか御

意見があればお聞かせいただきたいと思いま

すが。

○西田下水環境課長 まず、１点目の撤去費

の件でございます。９万円を超えるケースが

あるということでございますが、確かに私ど

も、そういう事例もあるというふうに認識し

ております。ただ、国の補助基準の中で、撤

去費については９万円を限度とするという規

定がございますので、先生の御意見について

は、今後のまた検討課題ということでさせて

いただきたいというふうに思っております。

それから、浄化槽の維持管理が重要だとい

うのはおっしゃるとおりでございまして、現

在、法定検査の受診率は50％を割っておりま

す。40％台、40％ちょっとだったというふう

に思っております。維持管理が一番重要でご

ざいますし、それをいかに高めていくかが重

要ということで、今後保健所とも連携しなが

ら、その指導監督を強化していきたいという

ふうに思っております。

以上です。

○平野みどり委員長 ほかにございませんか。

○鬼海洋一委員 小嶋課長の先ほどの報告の

中で、海の汚染度という報告がありまして、

現在の状況はほぼ横ばいで進んでいるという

ようなお話がありました。しかし、今数値を

見てみますと、この数年来、先ほどお話があ

りました中では、環境基準達成率が少し落ち

ているわけですよね。

今の質問、あるいは御意見とも共通するも

のですけれども、この流入河川の浄化をする

ために、相当の予算が、合併浄化槽、浄化槽
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設置を含めて、膨大な予算がそこに投下をさ

れて今日の状況になっているというふうに思

うんですが、これまでの事業の効果といいま

すかね、そういうものと、今の有明海の水質

にかかわる関係といいますか、こういうもの

の検証というのが、どの程度なされているの

かということを検討されているとすればお聞

きをしたいというふうに思います。

それが１つと、実は今回の報告事項の後ろ

の方で出てくるんですが、報道を見る限りで

は、菊池川の水域にアオサですかね、これが

集中的にあらわれているという状況でありま

すから、その意味では、今の質問とも関係す

るわけですが、流入河川の水質の状況等がど

ういうぐあいになっているのか。そのことと、

有明海全体の水質の変化というものに対する

動きといいますかね、この辺がどういうふう

に把握されているのかということ。

これは、小嶋さんのところだけではなくて、

岩下さんのところも関係するかもしれません

し、関係する部署が多数あると思うんですが、

そういう意味での各課の連携の中で時々分析

されているのかどうかということについてお

尋ねをしたいと思います。

○平野みどり委員長 どなたがお答えになり

ますか。

○森永環境立県推進室長 環境政策監の森永

でございます。

まず、総論的な有八の再生における今の汚

濁負荷のいろんな原因についての検証という

問題について、私の方で御説明させていただ

きまして、あと、各論の水質の話とか水産振

興の話とかについては、また関係課の方から

御説明することにさせていただきたいと思い

ます。

まず、有八再生全般につきましては、先ほ

ど御紹介いたしました法に基づく県の計画に

基づきまして、各部局で汚濁化の原因になり

ますいろんな対策、先ほどから出ております

生活排水の問題もそうでございますし、農業

からの排水の問題、あるいは河川自体の水質

の浄化等、いろんなテーマがございまして、

そういった原因別にトータルで分析したもの

としては国も調査をやっておりますし、関係

県を含めて定点観測的なものをやっておると

ころでございますが、こういう動きを進めな

がら全般的な検証を引き続きやっていきたい

と思っております。

具体的には、じゃあどれぐらい水質がよく

なれば再生だと言えるのかとか、そこら辺の

指標的なものもあわせて今後検討が要るかな

と思っておるところでございますが、ここは

ちょっとまだ時間がかかる話でもございます

ので、引き続き、どういうデータでどういう

ふうに再生していってるかとか、その把握の

方についても、引き続き検討していきたいと

思っているところでございます。

○小嶋水環境課長 水環境課でございます。

鬼海委員の方から、先ほど私が19年度の水

質調査結果を御報告申し上げましたので、そ

れに関連してのお尋ねでございました。

それで、基本的には、海域の方の生データ

からしますと横ばいというふうな形の表現を

使わさせていただきましたけれども、御案内

のとおり海域におきます環境基準の未達成水

域というのも結構ありまして、率的に見ます

とそう高くはございません。

それで、まずは、一般的な話ということで

お断りした上ででございますけれども、デー

タそのものが基準超過しているというところ

を見ました場合に、それそのものが、例えば

基準超過そのものがアウトというような形で

はありませんで、そこに幾つかちょっと要素

がございます。

まず、１つは、水域ごとに類型の指定とい

うのがございまして、この類型が厳しい方か

ら幾つか設定されております。ですから、そ
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の類型の指定もあわせて見ていかないと、か

なり厳しい水準を掲げますと、それについて

は基準が超過したという形になりますので、

その点は１つございます。

それと、環境基準で見ますと、達成したか

どうかというときに、悪い方から４分の１と

いいますか、高い方から、頭から、そうです

ね、４分の１、75％のところで見るというよ

うな仕組みになっておりまして、そうしたも

のと、それからその時々の再生をいたしまし

たときの環境とかもあるかと思いますので、

そういったものは少しあるということを念頭

に置きましても、やはり今回先生がおっしゃ

られましたように、現在の水質のデータから

見ますと、それそのものは、やはり平均値で

みると横ばい状況ながら環境基準を超過して

いることはもう事実なところがありますので、

我々としても、それはしっかり原因分析をし

ながら、必要な対策についての検討を進めて

いかなくちゃならないということで、そうい

う問題認識を持っております。

それで、これは海域が広うございます。有

明海にしましても、八代海にしましても、そ

れぞれ伊勢湾、東京湾に匹敵するぐらいの広

さがございますので、しかも６県境間という

ことで、先ほど申し上げましたように、よそ

の県とも連携しなくちゃならないし、大きな

調査につきましては、国のやはり協力もやっ

ていただかなくちゃならない部分もございま

すので、そういった連携をとりながら、県と

してできるところの取り組みを進めていこう

ということで、この基準超過の状況にあるこ

とを踏まえまして、今年度、水質重点調査と

いうことで、特に不知火海の湾奥部につきま

しては、八代海、最近は燐の濃度基準は達成

しとったわけでございますけれども、19年度

は、先ほど御説明しましたように、最近では

初めて燐の濃度も超過したというようなこと

もございまして、この八代海、有明海の中で、

河川からの汚濁負荷、これも先ほどお尋ねが

ございましたが、河川は、平成元年ごろ、53

％ぐらいの達成率であったわけですけれども、

それが最近では90％を超えるような高いレベ

ルになってきております。かなり改善してき

たと。そういう陸域からの汚濁負荷というも

のが改善されたにもかかわらず、やはり海域

の中では余り目立った改善というものがなさ

れていない。

その原因というものは、どういう原因があ

るのかということで、そういったことを解明

しようということで21年度に水質重点調査と

いうものをやりまして、そのあたりのところ

の海域からの負荷も含めて調査をやりたいと

いうことで今回予算を認めていただいており

ますので、そういう独自の調査も県は県とし

てやっていきながら、原因分析等効果的な対

策の究明に引き続き取り組んでまいりたいと、

そんなふうに思っているところでございます。

○岩下水産研究センター所長 有明海、八代

海の水質の変化等についてのお尋ねかと思い

ますが、実は昭和49年から、有明海が18点、

八代海が20点で環境調査を行ってきておりま

す。

その結果につきましては、昨年のこの当委

員会におきまして、水温の上昇あるいは透明

度の上昇ということを御報告申したかと思い

ますが、そのほか、ＣＯＤにつきましても、

若干熊本県の海域では少し上昇傾向にあるの

かなというデータが出ておりますが、しかし

ながら、有明海のほかの県におきましても同

じように調査をやっておりまして、そこを見

ますと、ＣＯＤについて必ずしも上昇傾向に

あるという一定の傾向は今のところ出ており

ません。

それと、先ほど先生がおっしゃいました、

現在増殖しておりますアナアオサの件でござ

いますが、アナアオサがあそこになぜ大量に

増殖したかということにつきまして、これま

で、いろんな機会を通じまして――栄養塩が、
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昨年の秋から冬にかけまして、平年値に比べ

まして特に窒素の濃度が若干高うございます。

それも一つの増殖の原因ではないかというこ

との推測はいたしております。

しかしながら、緑川河口域とかそういった

ところ、あそこはことし余り出ておりません

ので、そこと比較いたしましても余り違った

傾向というものが出ておりませんので、果た

して今回の増殖というのが、栄養塩の増殖に

よって平年より高いということが一つの大き

な原因かどうかというのは、もう少し調査を

していかないとわからないという状況にござ

います。

以上でございます。

○鬼海洋一委員 特に、有明海も、八代海も、

閉鎖性海域という特殊な海域ですから、例え

ば、台風の発生の頻度だとか大きさだとかと

いう外部的な要因も含めて大きく影響してい

くのではないかというふうに思います。

ただ、この有八の特措法ができた背景も、

流入する河川の浄化等も含めまして、強く対

策を求めてきている、そして、そのことを政

府も十分認識をしながらああいう対策を立て

ていただいて、そしてまた膨大な予算が注入

された結果、この数年来の今日だというふう

に思うんですね。

ですから、あるときには、そういう、これ

までやってきた事業がどういうぐあいに役立

ってきているのか、そして今日の状況、なお

かつ原因を究明する上で、どこに対策が必要

なのかということについても総合的に分析し

て、そして将来の見通しを、そういうふうな

めり張りをつけていくということが、ある意

味では大事じゃないのかなというふうに思っ

たものですから、改めてお尋ねをいたしまし

た。

そして、今日私たちも、肌で流入河川の環

境改善ができているということについても十

分感じているわけでありまして、そのことが、

じゃあ全体の海域の、さっきお話がありまし

たように、やっぱり改善をするところもあり

ますけれども、逆にマイナスになっていると

ころも現実にあるわけでありますから、そう

いう意味でもう少し対策を立てていく必要が

あるんじゃないかなということを感じており

ますので、この際申し上げたところです。

その中で、海水温の問題もありますけれど

も、その状況が、有明海の魚類の私たちが最

終的に求める漁業の振興につながっているか

どうかということについても、まだ十分な効

果が出ていないこともありますから、引き続

き検討いただきますように改めて要望してお

きたいと思います。

○西岡勝成委員 きょうは、今回井手先生が

この委員会に所属されておりませんけれども、

有明海、八代海の海砂の採取につきまして、

私は、一貫してとることを減少させていくと

いうような方向で、提言もその線に従って県

の方も動いていただいておりましたけれども、

この前一般質問の中で、要するに覆砂事業と

いうのは非常にアサリの回復には役立ってお

る、片やみお筋、航路筋からの砂の採取がだ

んだん終わりに近づいてきておるというと、

もう有明海、八代海からとれる砂が限度を迎

えつつあると。片一方じゃ、私も、去年から

お願いがありましたけれども、覆砂事業がと

まってしまったらアサリの生産量がばっと下

がっていくような状況で、それをどうにかし

てくれと。両方わかるんですね。

この前、有明漁協の方が、これは若手の方

でして、砂というのは海流によってはたまる

ところがある、たまったゆえに藻場が消えた

りなんかして、その砂をとったら、また藻場

が復活して魚がふえたこともあったし、今は

マテガイが非常にたくさん立っとると、そう

いう状況もあるのでというような話を聞いた

もので、そういうこともあるんですかね、現

実。水産振興課長でもいいし、次長でもいい
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ですよ。

○神戸水産振興課長 ただいまの西岡委員か

らのお尋ねでございますが、ちょっとそうい

う具体的な例については聞いたことがござい

ません。一般に海藻というのは光が必要です

ので、水深が浅いところに海藻は生えやすい

というのが一般的なことでございますので、

掘って水深が深くなった場合には生えにくい

のかなというふうには考えられます。

○西岡勝成委員 要するに、海流によって砂

がどうしてもたまってくる地域というのはあ

るんですか。

○神戸水産振興課長 そういうところはござ

います。

○西岡勝成委員 そういうところの漁協の若

手の人が、砂をとったらそこに藻場ができて

魚が多くなったとか――今のマテガイの話は

どうですか。マテガイがえらい立っとるとい

う話を聞いたもので、私は本当かなと思った

んですけれども。

○神戸水産振興課長 申しわけございません

が、具体的にはマテガイの繁殖状況について

は聞いておりません。

○西岡勝成委員 それは調査をしてほしいん

ですけれども、私は、実際そこの漁協からマ

テガイをいただきました。非常に高価な貝類

だそうですけれども、とっていいところと、

とっちゃいかぬところと、私ずっと反対して

きたものですからね、そういうのがあるのか

なという一つの議論と、やはり砂が、どうし

ても漁協事業として、また県営事業としてや

っていく場合に、もとになる砂がなければ、

最終的にはどこからか買うてくるか、高い砂

を買ってくるかなんかしてやらないと、アサ

リというのは、やっぱり復元が非常に難しい

んじゃないかと思うものですから、その辺は

中長期的に――やっぱり有明海というのはだ

んだん泥土化してきておりますし、いつかも

言いましたように、普賢岳で大量の何億トン

という土砂が流入しているわけですから、そ

ういうことから考えると、やっぱり沿岸部の

泥土化というのが進んでアサリの生産の減少

につながっていることも考えられますので、

相対的にアサリの漁場を覆砂しながらやって

いくためには、もうちょっと違う視点から考

えぬと、反対ばっかりしとったらいかぬなと

いうような感じがしたものですから。

私は、ダムによって、そういう山砂がシャ

ットアウトされて海への供給が少なくなって

いるのも大きな原因でありますけれども、し

かし、昔から、有明海というのは干拓の歴史

があって、ずっと干拓をやってきながら漁場

を守ってきた部分もあると思うんですけれど

も、そういう流れの中で、やはり砂を供給し

てやらぬと、アサリ漁場は非常に回復しにく

いと思いますので、その辺は我々も提言はし

ておりますが、もうちょっと具体的に中長期

的に対策を考えないかぬのじゃないかと思う

んですけれども、その辺、次長どうですかね。

○堤農林水産部次長 堤でございます。

今、西岡先生が言われますとおり、アサリ

にとりましては、砂というのは非常に重要で

ございます。特に、プランクトン生活をいた

しまして、それが大きく20日ぐらいで沈着し

ますけれども、その沈着するときに、アサリ

は砂に糸を巻きつけて自分を固定するという

ことで生存率が高くなるわけでございます。

そういったことで、非常に砂というのは重要

であるというふうに認識しておるわけでござ

いますし、また実際効果が高いというのも出

ておるわけでございます。

ただ、今までの提言でございますと、みお

筋で掘った良質な砂を使うということになっ
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ておりましたので、それをずっとやってきた

わけでございますが、これは補助事業でやっ

てきたわけでございまして、10年間、１回掘

りますと掘れないということでございまして、

そんなにみおもあるわけではないわけでござ

いますので、ことしあたりは掘るみおがない

と。したがいまして、覆砂ができないという

状況でございます。

しかしながら、アサリというのは随分と減

ってきているわけでございますので、何とか

覆砂をしていただきたいというのが、今先生

言われたように漁業者の願いでございます。

そういった意味では、このままですとちょ

っと提言がございまして我々としては動きが

できませんので、その辺の整合性をとること

が必要かなと思っておりますので、特別委員

会あるいは議会で少しその辺の考慮をお願い

したいなというところでございます。

○鬼海洋一委員 私も、今回の本会議の質問

と、そしてお答えいただいた中身について、

少し心配する点がありました。この提言を改

めて見せていただきますと、海砂採取に対す

る対応ということで、大きく６項目の中の１

項目で海砂利採取については海域漁場環境の

影響が心配されると、こういう提言があった

ればこそ、実は海砂の採取に対する削減計画

をずっと立てて、そして今日に至っているわ

けですね。

ところが、今回の質問の中で、農林水産部

としても、実は、この提言で制限されている

ことそのものに対する、ちょっと困ったなと

いうような考えがあるのではないかというこ

とで、そうでしょうということで、廣田部長

を指さして、そういうふうに頭を下げたです

ねというような、こういう――しかし、その

ことは言葉でないですから、議事運営の中で

はさしたる話ではないかもしれませんけれど

も、しかし、農林水産部として、この問題に

対して、どういうふうに真実考えているのか

どうかということについては、言って確認し

ておく必要があるのではないかというふうに

思って、きょう聞いておこうというふうに思

って来たわけですけれども、今の西岡委員の

質問とも関連するわけでありますが、これか

らの課題について、どういうふうに考えてい

るか、あの質問に対して、どういうふうに感

じておられるのかということについて、改め

てお聞かせいただきたいと思います。

○堤農林水産部次長 先ほどの西岡委員の御

質問とちょっと重なるわけでございますので、

ほぼ同じような答えになるかと思いますが、

我々としては、やはり水産振興という立場か

らアサリの振興を図るべきでございます。

特に、有明海におきましては、ノリに次い

で大体20億円ぐらいアサリで生産金額を上げ

ておるわけでございます。非常に重要な産業

でございまして、それから広く受益を受ける

人がおられるわけでございまして、そういっ

た意味では、ノリよりも非常に利益を受ける

人が多くて、いい産業であるわけでございま

す。

したがいまして、これはぜひアサリ産業、

アサリ採貝業というのは、しっかりとやって

いく必要がある、対応、施策を講じていくと

いうことが必要であるというふうに思ってお

るわけでございますが、何せ提言がございま

して、みお筋の砂は良質な砂を使いなさいと

いうことでございましたので、みおを掘る砂

がなくなった現在では、ちょっと手も足も出

ないと、そういった状況でございますので、

ぜひその辺を少し考慮していただくような議

論をしていただければ、我々としてはありが

たいわけでございます。

○鬼海洋一委員 ちょっと誤解を生むような

ことも出てくるんじゃないかなというふうに

思うんですよ。確かに覆砂は必要だし、覆砂

によってアサリの生育がよくなっていくとい
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う、そういうものについては、堤次長、これ

は見識者ですから、そういう意味ではそうだ

というふうに思います。

しかし、この海砂採取そのものについても、

これまでの採取の状況が、有明海に負荷を与

えて全体の漁場としての悪影響を及ぼしてい

たという、そういう見解、その中から採取の

制限を行ってきたわけですから、だからその

辺について、じゃあどういうふうにお考えで

しょうか。

○堤農林水産部次長 非常にちょっと難しい

お答えになると思うんですけれども、確かに

砂をとるということで、そこのとられたとこ

ろの砂はなくなるわけでございます。また、

砂に依存して生きている生き物というのもた

くさんあるわけでございます。クルマエビに

しろガザミにしろ、そういったものがあるわ

けでございます。

特に、瀬戸内海で、平成６年から平成12年

にかけまして、１億円かけまして調査をして

おりますけれども、砂をとったところのイカ

ナゴはいなくなったというような状況が報告

されておりますので、確かにアサリだけに目

を向けておりますと、なかなかできない施策

ではございますけれども、やはりそれは確か

にございますが、先ほど申しましたように、

受益者という数からしますと、非常にやっぱ

りアサリというのは広く受益を与える産業で

もあるわけでございますので、その辺で比較

すると、もう少しアサリの方にまいていただ

きたいなというようなことでございます。

○鬼海洋一委員 非常に重大な、まさに重大

な変更なんですよ、今の発言というのは。

これまで、私たちは、この提言に基づきま

して――提言も、ただ単に思いつきで出され

たわけではありませんので、ある意味での科

学的根拠、そういうものを背景としながら、

この提言がその当時出されたわけですよね。

そして、その提言に沿って、さまざまな具体

策を講じてくる。具体策を講じてきたその一

つとして、昨年出された海砂採取の削減計画、

こういうのを出して、今丸々ようやく１年た

っただけの話なんですよね。

今のニュアンスでは、まさにそういう大き

な流れに対して、もうそこで執行部の方から

変更を求めるみたいな話になっていっとるわ

けでありますが、駒崎部長、いかがですか。

これは、全体としての流れという中での今の

発言というのは、明らかに私は矛盾する話だ

というふうに――気持ちはわかりますけれど

もね、その辺は、執行部の中で統一された課

題、そういうぐあいに方向転換を求めようと

いう動きなんですか。少なくとも前回、私が

委員長をしている間の昨年の段階では、今み

たいな話ではなかったんですけれども、変わ

ったんですかね。

○駒崎環境生活部長 今、産業面と、それか

ら環境面という、従来から難しいと言われて

いる事柄について議論が深まっているところ

かと思います。

水産業の観点からは西岡委員の方からお話

がありましたし、環境面の方からは鬼海委員

からお話があったところだと理解しておりま

すが、幾つか要素がありますのは、有明海の

中で砂をとっているのは、今熊本県だけであ

ります。削減計画がございますけれども、ほ

かの県は有明海の中では砂の採取はしていな

いという事情がございます。

一方で、水産業の振興の上で、特にアサリ

については覆砂事業というのが効果があると

いうのは、最近の傾向でかなり顕著ではない

かというような事実もございます。その兼ね

合いをどうしていくかと。

有明海の中で、また砂の採取を復元するな

り、あるいは増加させるということになりま

すと、掘った後の場所がどうか、あるいは掘

る際に泥の部分が広がりますので、純粋に砂
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だけという場所はなかなかありませんので、

砂をとるときに多少泥の部分が周りに拡散し

てしまうという、濁りになるというようなと

ころもございます。

一つの解決かどうかわかりませんが、方法

としては、県外砂を購入して、公共事業でと

った例がございますけれども、県外砂を購入

するという手法もあり得るところかと思いま

す。

ただ、それが唯一の解決策かどうかは微妙

なところがございますので、覆砂と海砂利採

取に係る事柄につきましては、どういうふう

な方策が最も望ましいのか、あるいは現在進

めている計画がまだ始まってわずかしかたっ

ておりませんので、すぐに方針転換というこ

とになるのかにつきましては、執行部内でも

もう一度議論をいたしたいと思います。

その際に、県議会の御判断としてどういう

ふうな御判断を示されるのかも、執行部とし

ては十分参考にさせていただきたいと思いま

すので、議会の中におかれましても、どうい

うふうな対応が望ましいのかということを、

提言自体議会からいただいたところでござい

ますので、執行部の方でこれを勝手に解釈し

て変更したりというふうなことまではなかな

かできにくい面もございますので、そうした

御議論をいただきながら対応してまいりたい

と思っております。

○西岡勝成委員 有八の委員会からずっと継

続して考えてみると、あの中でやっぱり違法

な砂の採取があって、倍ぐらいの量をとって

関西国際空港まで持っていかれたような話も

あったので、その辺で非常にブレーキに――

一つの検査とか、いろいろ量の確定あたりに

ついては、それだけのものをつくるんだと思

うんですね。

ただ、だから私は、とれという意味じゃな

いんですよ。このことを考えてやらないと、

片一方じゃアサリ資源がばんばん減っていく。

それはほかの要因で減っていきよる。それな

ら先ほど言われたように、外から買う砂に補

助金を出すとか、またちょっとぐらいとって

もいいなというようなところが仮にあるとす

れば、それはとってやるとかというようなこ

とも含めてもう一回検討しないと、もうとっ

ちゃいかぬと決めたよ、後はもうどこからも

持ってこられぬたいというんじゃいかぬので、

その辺を含めて、やはり議論する必要がある

んじゃないかということでございます。

○浦田祐三子委員 関連して、私もちょっと

覆砂の件でお尋ねしたいんですけれども、私

も海岸線出身の県議ですので、地元の方とお

話をすることも多いんですけれども、非常に

やっぱり覆砂は大切なことであるというふう

に理解をいたしております。

先ほどから堤次長からもお話があったよう

に、これまでは、提言に従って作澪を行って、

良質な砂で覆砂を行ってきたということで、

そのままなんですけれども、ことしも本当に

御存じのようにアサリの量も減っているとい

うことで、大変地元の漁民の皆さんが危惧を

なさっておりますので、私の方からも、堤次

長からも部長からもお話をいただきましたの

で、今後担当課としては、どのように考えて

いらっしゃるかを重ねてお伺いさせていただ

きたいと思います。

○尾山漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

す。

有明海でのアサリの生産量は減少しており

ます。アサリ資源を回復するためには、今話

がありましたように、県営覆砂事業を拡充す

る必要があるというふうに思っております。

今までは、16年以降作澪でやってきていま

したけれども、もう作澪する箇所が有明海で

は少なくなってきているということで、購入

砂に頼らざるを得ない状況にあります。

しかし、先ほどありましたけれども、県議
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会の提言、重い提言がありますので、覆砂に

対する購入砂が使えないという状況にありま

す。購入砂を使うためには、県議会の提言と

の整合を図る必要があるということから、県

議会の御意見、御議論を踏まえて進めていき

たいというふうに思っております。

以上です。

○浦田祐三子委員 それでは、県議会の提言

の見直しを行わなければ購入砂での覆砂はで

きないということでよろしいんでしょうか。

○尾山漁港漁場整備課長 そう考えておりま

すけれども。

○森永環境立県推進室長 環境政策監の森永

でございます。

今、浦田委員から、提言の見直しというお

話がございましたけれども、基本的には、こ

れまでの前の有八の特別委員会等で御議論い

ただいた中で、いろんな検証とか、当時の情

報を踏まえて、今の方向性といいますか、採

取縮小という方向とか、あるいは作澪による

覆砂という方向を打ち出されておりますので、

これ自体は議会の方で御議論いただいている

事柄でもございますので、まずは先ほど部長

からも申し上げましたように、議会の中で十

分御議論いただければと思っております。

その上で、その提言の方向性を受けて、県

として、先ほど御紹介あった削減計画を立て

ております。この削減計画におきましては、

基本的には海域への影響と水産資源との兼ね

合いで総量を規制するというやり方を前提に、

覆砂については、産業効果が大きいので、特

例扱いで一定量を確保するという考えをとっ

ておりますので、その提言の仮に見直しなり

出た段階で、改めて県の削減計画上どう取り

扱わせていただくのか、総量規制という前提

を踏まえた上で、どんな対応が可能なのかに

ついては、改めて執行部においても検討会議

という庁内の組織をつくっておりますので、

その組織の中で御議論させていただいて、方

向性について検討させていただきたいと思っ

ているところでございますし、県議会の御意

見も十分踏まえた上で対応していきたいと考

えております。

○吉永和世委員 何か頭がごっちゃになって

きたんですが、みお筋の良質な砂も、これか

ら掘る場所がないということですよね。それ

と、購入砂でも、購入してもだめだというこ

とですかね。そしたら、アサリの覆砂はでき

ないということですか。という現状にあると

いうことですかね。ちょっと答弁いいですか。

○尾山漁港漁場整備課長 提言の中で、そう

いうふうに当課としては位置づけております。

できないという状況。

○吉永和世委員 もしそういう状況にあると

するならば、アサリ業者にとってみれば死活

問題ですよね。アサリを栽培することができ

ないという状況があり得るということなので、

そういう状況がある中において、県議会の提

言が一つの障害となっているということであ

れば、今見直しという言葉が出てきましたけ

れども、やはりそういう方向性で、ある意味

検討する必要があるのではなかろうかなとい

うふうに思うんですが、その提言を出したの

は、この委員会、平成16年の２月定例県議会

という形で提言されているということである

ので、できればさらに議論をするべきじゃな

いかなというふうに思いますので、委員長の

方にちょっとそういう提案をさせていただけ

ればと思いますが……。

○山口ゆたか委員 私も、今の吉永先生と同

じ意見で、やはり平成16年の特別委員会の御

意見というのも一つ尊重しなければいけない

ことであろうということでございますけれど
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も、社会的な状況も変わりつつあって、じゃ

あ今後どのように望むのかということも真摯

に考えなければいけない状況だというふうに

思っておりますので、その中で、私１点ちょ

っと見させていただいて、１つ、項目でいう

と、干潟の海底等の保全や改善、抜本的な干

潟等の再生方策という項目がございますけれ

ども、環境政策課において、じゃあ検討会議

であるとか、さまざまな場で考えますと、議

員の皆様も考えてくださいということであり

ますけれども、予算の内容を見ると、啓発活

動にお金をつぎ込むだけであるとか、そうで

すね、今現状とすれば一番象徴的なのが、そ

ういった干潟の再生等を考えると予算が多く

かかって、また難しいところもいっぱいある

みたいな表現でまとめてあるんですけれども、

何かこの予算書を見ると、予算もついてない

ですし、何も考える気はないというところも

見え隠れするんですけれども、いかがなもの

でしょうか。

○園田環境政策課長 今の御質問でございま

すけれども、環境政策課で実施している事業

につきまして資料には書いておるわけですけ

れども、井手議員の一般質問でも話はあった

かと思いますけれども、抜本的対策という話

になりますと、県単独ではなかなか難しいと

いうことで、これまでも、県議会の先生方と

連携しながら、国に対していろいろ要望を行

ってきておりますし、国で行った環境調査、

あるいは県でも、例えば熊大の滝川先生にお

願いして、干潟等再生委員会ですか、調査等

を行ってきておりますけれども、なかなか全

体の原因究明――まず原因究明が必要だとい

うような話なんですけれども、原因がわから

ないということで、抜本的対策が県単独では

なかなか難しいということもありまして、関

係６県とも連携しながら、国に対して要望し

てきているということでございます。

○山口ゆたか委員 多額の出資が必要だと、

県単独では難しいというところですけれども、

今抱えている問題や課題を解決しなければい

けないときに予算をつけない、こういった皆

さんの議論があっとるわけですよ。水産振興

も必要だと、環境の保全も必要だというとき

に、予算をつけないというのはどういう考え

なんですか。自分のところで――こういう課

題が上がってきているということを調査しな

ければいけないというのは、それは行政の役

目だと思うんですけれども、我々が政調費で

やれということですか。

○森永環境立県推進室長 今のお尋ねでござ

いますが、基本的には、抜本的な干潟の再生

方策という事柄については、先ほど御紹介が

ございましたけれども、過去に再生方策、現

状を踏まえて、いろんなハード面中心の対策

を整理いたしまして、これについて各関係課

で実施をやっていただいているところでござ

います。

ここに掲げてある予算は、ソフト的な当課

が所管する事業が上がっておりますので、テ

ーマとかが上がっている予算とぴたっと合っ

てないのがあるかもしれませんけれども、基

本的には、関係課と連携して、庁内組織で調

整しながら進めているというところでござい

ます。

それと、国、県連携してやるべき話でもご

ざいますので、そこは連携の場も６県の協議

会等を設けて進めておりますので、ちょっと

不十分だと思いますが、今現状ではそういう

扱いをしているところでございます。

○平野みどり委員長 はい、わかりました。

長時間の議論になっておりますが、今回提

言の見直しもというようなお話もございまし

た。今議会だけで済む問題ではないかなとい

うふうに思われますので、来年度の予算に向

けて、この夏は大きな山場だとも思います。
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閉会中ということになるかもしれませんけれ

ども、この問題については集中審議をやらせ

ていただきたいと思いますけれども、よろし

いでしょうか。

（ はい」と呼ぶ者あり）「

○森浩二委員 委員長、ちょっといいですか。

その件に関して、地元の漁協からいろいろ

相談が来ているんですよ。ただ、これは早急

にやってもらいたいというのと、それと、も

う１つ、採取という言葉ですが、量が決まっ

てますよね。採取する量がですね、年間。た

だ、有明海の砂をとって、また有明海に入れ

たら、それは量に入るんですか。だから、要

するに畑で耕すのと一緒でしょう。

○森永環境立県推進室長 今のお尋ねは、覆

砂事業で海砂利を採取して、それを別の同じ

海域といいますか、有明の中でまくことじゃ

ないかというお尋ねだと思いますけれども、

先ほど来出ておりますように、基本的には砂

をまいたところはアサリの生産につながると

いうプラスの効果が当然出るわけでございま

すけれども、掘ったところの影響がございま

すので、これは過去いろんな調査を関係課で

もやっていただいておりますし、明確な因果

関係までは確定するまでに至っていないんで

すが、一定の地形とか生物への影響があると

いうことで、いわば予防的に削減計画をつく

っておりますので、掘るところの影響と、ま

いたところへのプラス、そのプラス、マイナ

スの兼ね合いの中で、今削減計画という形で、

縮小という方向で打ち出しているところでご

ざいます。

○森浩二委員 だから、その量は、どっちに

入れるんですか。入れるんですか。

○森永環境立県推進室長 ですから、量とし

ましては、掘った分はあくまで掘った分とい

うことで、今の総量規制の中の数字に位置づ

けております。

○森浩二委員 採取の量じゃないでしょう。

結局同じところに行く、有明海の中に入れる

わけですよ。

○駒崎環境生活部長 今の森委員のお話は本

質的なところかと思います。もともとは、海

の砂をとり出して陸上の事業などに使うのは、

海が荒れて陸だけが潤うというのはどうかと

いうような議論が確かにあったんだと思いま

す。畑の中で土を移しかえるだけだというと

ころも、感覚としては十分御理解というか、

わかる方も多いかと思っているんですけれど

も、環境という面でとらえたときは、ある場

所を掘ったときに海底が非常に深くなってし

まう。先ほど水産の方からも話がありました

けれども、水深が深くなると、やっぱり水生

生物、特に藻の発生状況は悪くなるというよ

うなこともございます。

それと、先ほども私が言いましたように、

砂だけの場所というのは、なかなか少ないと

ころもございまして、砂と泥がまざっている

中で、取り上げていく中で泥の分がまた拡散

してしまう、濁りの発生になってしまうとい

うのがございまして、環境の面から見たとき

に、今回の砂の採取といったものは、有明海

の中の砂を、いわばいじる分をどれだけにす

るかということで決めておりますので、海の

中の移動も採取量というふうな扱いにしてお

るということでございます。有明海の砂が減

るかどうかという議論とは別でございます。

○森浩二委員 地元では、洲ができたところ

をとってくれと言われているんですよね。洲

ができているんです。そういうところをとっ

てくれと言われるところがあるんですよ。

○高口産業支援課長 産業支援課でございま

す。
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砂利採取法という法律がございまして、こ

の法律に従いますと、たとえ同じ海の中であ

っても、場所を移す、これも認可上は採取行

為に当たるということになりますので、法律

的には、たとえ場所を移すだけでも採取とい

うことになります。

○平野みどり委員長 それでは、長時間にわ

たりましたので、５分間休憩をさせていただ

いて、その後、地球温暖化に入りたいと思い

ます。お疲れさまです。よろしくお願いしま

す。

午後０時26分休憩

――――――――――――――

午後０時32分開議

○平野みどり委員長 城下県議がちょっと所

用で出られますが、おそろいのようですので、

再開させていただきます。

有明海、八代海再生に関しましては、先ほ

ど私が申し述べましたように、また集中審議

を別途する、そういった場をつくりたいとい

うふうに思います。日程については、また後

日御相談をさせていただきます。

それでは、地球温暖化対策に関する件につ

いての質疑を入ります。質疑はございません

か。

○鬼海洋一委員 今回、高速道路の料金が安

くなりましたよね。それで、相当高速道路の

利用が拡大したということですけれども、か

つて私たちは、高速道路の料金を半額にして

どうなるかという社会実験をやりましたよね。

そのときの実績では、通常の道路を高速道路

に乗りかえたことによって、時間の短縮だと

か、あるいは温室効果ガスの排出量が減った

だとかという、そういうデータが出たわけで

すけれども、今回は逆にかなり温室効果ガス

の発生が多くなったんじゃないかという、こ

ういう報道が出ているわけですけれども、そ

のことに対する認識はどうかというのが、ま

ず第１点。

それから、パーク・アンド・ライド、これ

が１カ所ふえました。これはずっと申し上げ

てきたわけですけれども、そこでやったこと

が結果としてどう結びつくかということにつ

いては、つまり、交通対策総室からお見えで

すけれども、バス路線の大幅な――現実的に

乗りかえる人たちのメリットをどう担保する

かという路線の改善なくしては、そこでパー

ク・アンド・ライドをやったからどうという

ことではないのではないかということをずっ

と申し上げてきたわけですけれども、そうい

う意味で、今回交通体系の問題がさまざま議

論されているわけですけれども、都市交通の

あり方の中で、どういうぐあいに反映をして

いくかという。非常にフォローな風が吹いて

いる時期じゃないかと思うんですが、そうい

うことに対する対応はどうなのかということ

ですね。とりあえずこの２点を、まず御質問

したいと思います。

○森永環境立県推進室長 １点目の高速道路

の利用拡大についての温暖化対策という観点

からの認識はどうかという御質問でございま

す。

これは、経済対策として、ことしから２年

間ですか、打ち出された政策でございますけ

れども、大きなテーマとしては環境と経済の

両立という話が背景にあるんだと思いますけ

れども、熊本県においては、例えば80ページ

の資料にもございますけれども、運輸部門、

資料の80ページをごらんいただきたいと思い

ますが、本県の温室効果ガスの総排出量の中

のシェアを円グラフであらわしておりますが、

運輸部門で24.5％ということで、これは交通

運輸関係でございますが、シェアとしては全

国に比べて若干高うございます。

というのが、公共交通網の整備状況を踏ま

えまして、やはりマイカー利用が多くて、そ

れは自動車の台数の増加等もございまして運
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輸部門のシェアが高いというのもございます。

それも前提になりますので、全国一律の政策

ではございますが、相対的には、温暖化対策

的には削減の方向性からはなかなか短期的で

はあるのかもしれませんが、ちょっと問題が

ある政策ではないかなというふうに考えてお

るところでございます。

○田代交通対策総室副総室長 交通対策総室

でございます。

先ほど、高速道路の半額あるいは最近の1,

000円の問題とかいろいろあって、なかなか

公共交通関係は苦戦をしておりまして、数字

でいいますと、例えば熊本都市圏のバスの利

用者ですけれども、昭和60年からの20年間で

半減したということで、まだそういう状況が

ずっと続いております。

そういう中で、先ほどちょっと申し上げま

したけれども、熊本市の方では、関係する市

議会の議員も含めまして、バス事業者などを

全部集めまして、協議会をつくって、昨年度

連携して取り組む計画というのをつくりまし

て、そして、ことしから、先ほど紹介しまし

たいろんな実証実験に取り組むということに

しております。

先ほど紹介しました横軸の病院を結ぶ運行

ルートの実証に加えまして、また、この３年

間、ことしから３年間で、ほかにもさまざま

な実証実験としまして、例えば全部が交通セ

ンターに行くんじゃなくて、どこかの乗りか

え拠点から横に行くような支線、フィーダー

というんですか、フィーダーバスの実証実験

も、この３年間の間でまたやっていこうとい

う話をしたり、あるいは中心部以外のところ

でコミュニティーバスで対応したり、そうい

ったようなバスを活用するような施策を、い

ろいろ、特にことしからやっていこうという

ふうなことをしております。

一方で、また熊本電鉄の方も、例えば先日

新聞等で報道されておりましたけれども、深

夜の終電を８時25分から10時25分までおそく

することで、お客さんが５％あるいは７％近

くふえたといったような取り組みをされてお

ります。

それから、市電の方も、19年の途中からだ

ったと思いますが、150円均一運賃、そうい

うこともありまして、今特に定期券の利用者

が多くなって、かなり利用客も戻りつつある

というようなことも見えております。

いろいろ、市町村、それから事業者等一緒

になって、いろいろ知恵を今絞って、具体的

な、まずは実験かもしれませんけれども、取

り組んでいこうというふうにしております。

いろいろ、ＣＯ といいますか、そちらの方２

から見ましても、交通部門はずっと上昇して

おりましたけれども、一時期、平成15年前後

に排出量がちょっと落ちかけていたときもあ

りましたけれども、また伸びつつあるという

ような傾向じゃないかなと思っております。

かなり景気の動向とか、いろいろなものに左

右される分野かなとは思っておりますけれど

も、交通対策総室の方としては、地域公共交

通、都市圏に限らず、いろんな利便性向上の

ための対策をやっていきたいというふうに思

っております。

○鬼海洋一委員 先ほど、駅の駐車場等に対

する支援の話もありました。どうしたら乗り

かえをできるのかという。さまざまの障害が

あると思うんですね。ですから、そういうも

のをつぶさに分析していただきながら対応し

ていただくことが大事ではないか。

特に、その意味では、このパーク・アン

ド・ライドという、この成否のかぎというの

は、交通対策総室が握っているんじゃないか

というふうに私は思っているんですね。

例えば、イオンで乗りかえて一回センター

に来て、センターからまた――それは乗りか

えませんよ。県庁に、またセンターから――

県庁職員は、それは何か特別な思いがなけり
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ゃやっぱりなかなか乗らないと思いますね。

やっぱり今話があったように、ダイレクトで

この付近まで来るという路線を、それぞれの

利用客の動向を把握されながら、ダイヤをど

うつくっていくかという、そこまでのリーダ

ーシップを発揮し得るかどうかにかかってい

るのではないかというふうに思っていますね。

ですから、そういう動向調査あたりもしな

がら、やっぱり利便性があるような対応をぜ

ひ都市交通政策の中に組み入れていただく、

そのためのリーダーシップを発揮していただ

くということをぜひお願いしたいというふう

に思います。

以上です。

○平野みどり委員長 ほかにございませんか。

それでは、質疑がないようですので、報告

事項に移らせていただきたいと思います。執

行部から説明をお願いいたします。

まず、玉名市沖のアナアオサの大量発生に

ついて。

神戸水産振興課長。

○神戸水産振興課長 報告事項の３枚つづり

のやつの１枚目をおあけいただきたいと思い

ます。

玉名市沖のアナアオサの大量発生について

の御報告でございます。

まず、発生状況でございますが、菊池川河

口域で昨年９月ごろから発生が認められ、２

月には一たん減少したものの、３月に入り再

び急増いたしました。４月下旬に調査を行っ

た結果、繁茂面積281ヘクタール、繁茂量4,4

67トンと推計されました。特に、大浜地区の

繁茂量が多く、全体の約６割を占めておりま

した。

今回のアオサの大量発生は、関東以南の各

地で問題になっており、今回の発生原因につ

きましては、昨年は台風の襲来がなく、干潟

域が攪拌されず、アオサが付着しやすいホト

トギスガイが増加したこと、昨年の秋から冬

にかけて海水中の栄養塩が高めであったこと、

２月中の水温が、これも高めであったこと等、

アオサが繁殖しやすい条件が重なったことが

大量発生の原因と推察されております。

４月下旬の調査におきましては、アサリへ

の直接の影響は確認できておりませんが、夏

に向けて、大量発生したアオサが枯れて腐敗

し、アサリに影響を及ぼす可能性があるため、

アオサを回収、処理する必要がございます。

次に、県としての支援策でございますが、

玉名市とともに国庫補助事業の活用ができな

いか検討いたしましたが、緊急的な対応が必

要であることから、漁協が実施します回収処

理を県単事業により玉名市とともに財政支援

を行うことといたしております。期間は、７

月末までを予定しており、県の支援は、回収

機器の借り上げ料の３分の１を支援するもの

でございます。

そのほか、漁業者への経営支援策として、

農林漁業セーフティネット資金等を準備して

おります。

今後の対応につきましては、アオサの分布

や底質の状況について追跡調査を行うほか、

大量発生原因の究明や予防策について国とと

もに連携し検討を行うほか、今後大量発生し

た場合に、早期に対策がとれるよう国等関係

機関と協議を行っているところでございます。

以上でございます。

○平野みどり委員長 次に、熊本県の地球温

暖化対策の推進に係る条例の検討状況につい

て。

園田環境政策課長。

○園田環境政策課長 環境政策課でございま

す。

報告資料の２ページをお願いいたします。

熊本県の地球温暖化対策の推進に係る条例

の検討状況について報告させていただきます。
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１、条例制定の必要性の１つ目でございま

すが、先ほど御説明しましたとおり、今後森

林吸収で8.1％、排出削減でも8.1％を要する

状況となっており、短期的な削減目標達成の

ための取り組みの充実が必要となっておりま

す。

２つ目の必要性でございますけれども、こ

としの12月には、森林吸収分野、海外からの

削減獲得等を含めた削減量が決定される予定

でございます。これを受けました県としての

中期目標や施策の検討が必要となっておりま

す。

それから、３つ目でございますけれども、

温室効果ガスの排出削減の実効性をより一層

上げるため、家庭、運輸、事業活動部門等に

わたるすべての主体による自主的かつ積極的

な削減の取り組みをさらに促進することが必

要と考えております。

次に、２番目の条例の検討手順及びスケジ

ュールについてでございますが、条例の制定

に当たりましては、環境と経済、生活の両立

を図っていくという観点から、今後、事業者

や県民の方々と共通認識を築きながら検討を

進めてまいります。

右側の図をごらんいただきたいと思います。

まず、庁外組織でございますけれども、条

例検討委員会で検討しております。その検討

結果を受けた環境審議会からの条例骨子案の

答申、あるいは専門家、有識者等からの意見

などを踏まえ、県におきまして、７月から８

月ごろにかけまして、条例素案の取りまとめ

を行う予定としております。

その後、９月定例県議会への条例素案の御

説明と県政パブリックコメントを実施し、12

月の定例県議会への条例提案を想定しており

ます。県議会で議決いただければ、翌年１月

から３月にかけまして条例周知のための事業

者向けの説明会を開催し、４月１日の条例の

施行を目指したいと考えております。

３ページをお願いいたします。

次に、条例で想定される主な対策等につい

て御説明いたします。

地球温暖化対策につきましては、総合的な

推進が必要と考えており、関係分野における

対策について幅広く検討を行っているところ

でございます。

まず、(1)県による地球温暖化対策としま

しては、地球温暖化対策推進計画の策定と実

施状況の公表を行うことなどを考えておりま

す。

次に、(2)事業活動に係る対策としまして

は、環境マネジメントシステムの導入促進や

環境に優しい冷暖房温度の設定のほか、事業

活動に伴う温室効果ガスの排出抑制対策とし

て、排出量が一定規模以上ある事業者を対象

とした計画策定や実績報告に関する制度の導

入などを考えております。

(3)日常生活に係る対策としましては、県

民に環境に優しい冷暖房温度の設定、省エネ

型の電気機器などの購入や使用、(4)交通及

び自動車に係る対策としましては、運輸部門

対策としまして、県民に公共交通機関等への

利用転換やエコドライブの推進、低燃費車の

導入促進、それから(5)建築物に係る対策と

しましては、建築物に係る省エネルギー化や

省資源化など、温室効果ガスの排出抑制対策

を推進したいと考えております。

(6)のその他としましては、建築物や敷地

の緑化の推進、環境保全型農林水産業の推進、

太陽光等再生可能エネルギーの優先的な利用、

廃棄物の発生抑制、地球温暖化防止に関する

学習機会の確保などについて検討していると

ころでございます。

今後、条例化に向けまして、条例検討委員

会の議論や県議会を初め経済界、有識者の御

意見なども踏まえた上で、具体的な内容につ

いて検討していきたいと考えております。

以上でございます。

○平野みどり委員長 ただいまの報告につい
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て質疑はございませんか。

（ ありません」と呼ぶ者あり）「

○平野みどり委員長 報告につきまして、な

ければその他に移ります。その他として何か

ございませんか。

（ ありません」と呼ぶ者あり）「

○平野みどり委員長 では、続きまして、付

託調査事件の閉会中の継続審議についてお諮

りいたします。

付託調査事件については、引き続き審査す

る必要があると認められますので、本委員会

を次期定例会まで継続する旨、会議規則第82

条の規定に基づき、議長に申し出ることに異

議はございませんか。

（ なし」と呼ぶ者あり）「

○平野みどり委員長 異議なしと認め、その

ようにいたします。

以上で本日の議題はすべて終了いたしまし

た。

それでは、これをもちまして第12回環境対

策特別委員会を閉会いたします。お疲れさま

でございました。

午後０時49分閉会

熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する

環境対策特別委員会委員長


